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はじめに 

 

審査支払機関では、保険医療機関からの診療報酬請求に対する審査・支払業務という柱

に加えて、データヘルスの基盤を担う専門機関としての役割を果たすため、様々な取り組

みを進めており、審査支払機関におけるデータヘルス支援活動は年々重要性を増している

ところである。多様な背景や課題を有する保険者に対して、大量のデータから重要な指標

を提示し、保険者のデータヘルス活動を適切かつ効率的に支援していくためには、保健医

療領域全般に対する幅広い知見に裏打ちされた情報の発信が、審査支払機関には求められ

る。一方で、審査支払機関におけるこうしたデータヘルス支援活動の歴史はまだ浅く、そ

のための人材の育成も始まったばかりである。また、審査・支払業務という本来業務があ

る中で、いかにして効率的に人材育成を行うか、という点も、解決すべき課題である。こ

れらは非常に重要な課題でありながら、検証される機会に乏しい課題でもある。 

こうした背景を踏まえて、審査支払機関におけるデータヘルス支援機能を強化するため

にはどういった人材育成が必要であり、そのためのプログラムとして、どのような内容、

形式、分量を備えるものが適切であるかを調査することが、今回の検討の目的である。 

本稿では、まず本研究の背景として、第 1 章で審査支払機関における昨今のデータヘル

ス活動について紹介する。次に、第 2 章において、既存の医療データ人材育成コースにつ

いて紹介する。但し、保健医療分野でのデータサイエンティスト育成に絞ると、言及でき

るプログラムが非常に限定されてしまうことから、その他のプログラムや社会人を対象と

しないプログラムなどについても言及し、比較・考察を行う。第 3 章では、著者らの取り

組みである京都大学のインテンシブコース（関西広域 医療データ人材教育拠点形成事業 

ビジネス特化型インテンシブコース（Kansai Union/Kyoto University Education Program 

for Digital Health Innovation directly on themes of business: KUEP-DHI dot.b））につい

て、その成立過程やプログラムの開発、提供方法の模索などについて事例紹介を行う。第

4 章では、審査支払機関をはじめ KUEP-DHI dot.b に参加した者から得たフィードバッ

ク、およびそのフィードバックを踏まえた改善の過程を紹介し、最後の第 5 章では総括と

して、これまでの議論を総括し、今後のあり方についての提言を行うこととする。 
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第 1 章：背景と課題…審査支払機関におけるデータヘルスの取り組み 

(1) データヘルス改革推進計画 

日本のこれまでの健康・医療・介護の施策は、様々な縦割り構造のもとでデータが分散

し、つながらない形で進められてきたことにより、保健医療に関する情報が個人単位で管

理・分析することができず、データを基にした最適な医療を国民に提供することができな

かった。こうした状況を打開するため、厚生労働省では「データヘルス改革推進本部」を

立ち上げ、社会保険診療報酬支払基金、国民健康保険中央会と合同で、2017 年に「国民の

健康確保のためのビッグデータ活用推進に関するデータヘルス改革推進計画」を発表し、

データヘルス改革推進計画の工程を明らかにした。 

審査支払機関は、保険診療における審査・支払業務を通じて、レセプトデータに代表さ

れる大規模医療データの構造や特徴に知悉しており、かつ保険者や保険医療機関、保険薬

局とのネットワーク環境も備えている。データヘルスを推進するうえで、こうした人的、

物的資源は審査支払機関が有する他にはない長所であり、こうした特性を生かして、保険

者や都道府県等のビッグデータ利活用を支援することが、役割として期待されている。上

述の計画において、データヘルス領域における審査支払機関の具体的な取り組みの可能性

として、以下の 4 つの事業が提案されている。 

 

・保健医療データプラットフォームに関する事業  

・個人の健康管理に資する情報の一元的な管理（PHR：Personal Health Record）  

・保険者のデータヘルス支援に関する事業（現行の支払基金・国保中央会等が取り扱う

レセプトデータ等の活用）  

・セキュリティ対策の徹底 

 

また、そのために必要な人員の確保についても、現在の体制にこだわることなく、新た

に保健医療のデータ分析、ビッグデータの管理・運用、セキュリティ対策等、各々の専門

性を有する人員を官民問わず広く確保することが重要な課題であるとされている。そのた

めの方途として、厚生労働省、支払基金、国保中央会の連携によるビッグデータ活用推進

のための人材育成への取り組みや、外部からの人材登用を加速させることも、提案されて
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いる。これらの提案を踏まえて、社会保険診療報酬支払基金、国民健康保険団体連合会は

各々、データヘルスへの取り組みを進めているところである1。 

  

 

1 厚生労働省など、国民の健康確保のためのビッグデータ活用推進に関するデータヘルス

改革推進計画 

（https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12400000-Hokenkyoku/0000170006.pdf, 

2024.03.31） 
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(2) 社会保険診療報酬支払基金におけるデータヘルスへの取り組み 

社会保険診療報酬支払基金においては、前述の「国民の健康確保のためのビッグデータ

活用推進に関するデータヘルス改革推進計画」を受けて、データヘルスにまつわる様々な

事業の推進を進めている。データヘルスの基盤整備としては、2020 年以降、保険者による

個人単位の被保険者番号の付番を受けて、履歴管理を開始し、2021 年以降はデータヘルス

にかかる専任組織を整備するとともに、有識者からの意見を吸収できる体制の整備を行

い、オンライン資格確認等システムの安定稼働に向けた整備が開始された23。近年では、

職員の人材育成にも注力しており、キャリアパス制度の導入をはじめとして、医療 DX や

データヘルスのエキスパートとなる人材の育成を積極的に進めることが、事業計画に明記

されている4。 

こうした体制整備と歩調を合わせて、2021 年度より、NDB データを活用した保険者単

位および事業主単位での健康スコアリングレポートの作成を、支払基金が担うこととなっ

た。健康スコアリングレポートは、各保険組合の加入者の健康状態や医療費、予防・健康

づくりへの取り組み状況などを全国平均と比較できるよう見える化したレポートであり、

企業と保険者とが従業員らの予防・健康づくりを考えるうえでのコミュニケーションツー

ルとして期待されている5。健康スコアリングレポートのイメージは以下の通りである。 

 

2 社会保険診療報酬支払基金、令和２事業年度一般会計事業計画

（https://www.ssk.or.jp/goannai/jigyokeikaku_01.files/keikaku_r02_01_j.pdf, 2024.03.31） 

3 社会保険診療報酬支払基金、令和３事業年度社会保険診療報酬支払基金事業計画

（https://www.ssk.or.jp/goannai/jigyokeikaku_01.files/keikaku_r03_01_j.pdf, 2024.03.31） 

4 社会保険診療報酬支払基金、令和 6 事業年度社会保険診療報酬支払基金事業計画

（https://www.ssk.or.jp/pressrelease/pressrelease_r06/press_060403_1.files/pressreleas060

403_1_1.pdf. 2024.03.31） 

5 社会保険診療報酬支払基金、月刊基金第 63 巻第 3 号、2022 年 3 月

（https://www.ssk.or.jp/goannai/kohoshi/gekkankikin/r03/r04_03.files/r04_03.pdf, 

2024.03.31） 
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（https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000369666.pdf） 

 

同じく、保険者との協働によるデータヘルス推進事業として、2022 年以降はデータヘル

ス・ポータルサイトの運用も行っている。このポータルサイトを通じて、各保険者はデー

タヘルス計画の推進に役立つ情報を収集できるのみならず、各保険者それぞれの健康課題

や保健事業への取り組み等について、他保険者の情報との比較に基づいた定量的評価を行

うことが可能となっている。将来的には、効果的な保健事業がパターン化され閲読しやす

いようなライブラリー環境の整備なども目指しつつ、各保険者によるデータヘルス活動の

円滑化、標準化を推進するためツールとして活用されることが期待されている。このデー

タヘルス・ポータルサイトのトップページは以下の通りである。 
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（https://datahealth-portal.jp/） 

 

この他にも、支払基金が担当する NDB の運用に関連する業務も、データヘルス事業の

一環として位置づけられる。2022 年 4 月より、厚生労働省からの委託を受けて NDB の運

用管理、NDB オンサイトリサーチセンターの運用、NDB オープンデータの作成等を担っ

ており、NDB の利用を希望する研究者や地方自治体などのニーズに応じた NDB データの

情報分析・提供などの支援を開始したところである。加えて、支払基金自身が審査・支払

業務にて管理しているレセプト情報を、希望する研究者や地方自治体向けに集計した統計

情報としてデータ提供する取り組みも、既に開始している6。 

  

 

6 社会保険診療報酬支払基金、令和 6 事業年度社会保険診療報酬支払基金事業計画

（https://www.ssk.or.jp/pressrelease/pressrelease_r06/press_060403_1.files/pressreleas060

403_1_1.pdf. 2024.03.31） 
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(3) 国民健康保険団体連合会、国民健康保険中央会におけるデータヘルスへの 

取り組み 

支払基金と同様に、国民健康保険団体連合会（国保連合会）、および国民健康保険中央会

（国保中央会）においても、データヘルスへの取り組みを積極的に実施している。保険者等

のデータヘルスを推進するための取組として、2014 年度より国保中央会に「国保・後期高

齢者ヘルスサポート事業運営委員会」を設置するとともに、国保連合会には「保健事業支援・

評価委員会」を設置し、データヘルス計画の策定、実施、評価等の支援を行う「国保・後期

高齢者ヘルスサポート事業」を実施している。 

 

 

（https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/001014082.pdf） 

 

こうした体制の下で、保険者が策定するデータヘルス計画の策定を国保連合会、国保中

央会が支援しているが、国保連合会から保険者への具体的な支援としては、計画策定への

助言や、具体的な保健事業の取り組みの提案、実施している保健事業の評価及び分析、策

定にあたる市町村や広域連合の職員への研修機会の提供、などがある。また、国保中央会

の役割としては、保険者への支援・評価に関するガイドライン策定、全国の国保連合会に

よる支援・評価結果の分析およびフィードバック、好事例の情報提供、国保連職員や保健

師などへの研修機会の提供などを通じた保険者支援に関わる人材育成、などが挙げられる
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78。実際に、国保連合会の保健事業支援・評価委員会による市町村国保への支援率は、

2014 年度で 30.9%だったところ、2021 年度には 59.0%に達するなど、保険者支援機能を

充実させている9。 

 

（https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000985142.pdf） 

 

また、支払基金と同様に、健康スコアリングも保険者に向けて情報提供を行っている。

この健康スコアリングでは、健診や医療、介護の状況を市町村などの保険者単位で把握す

ることができるとともに、都道府県内の情報との比較において、自分たちの保険者の現況

を把握することができる。これらの帳票は国保連合会が管轄する保険者の健診・医療・介

護データを個人単位のデータとして加工した国保データシステム（KDB）を用いて作成し

ているが、KDB システムは介護データが含まれており、高齢者における保健事業と介護予

防の一体的実施に資するデータを生み出すことを可能にしている。折しも広域連合が高齢

者保健事業を国民健康保険保健事業及び介護予防と一体的に実施する取り組みが 2020 年

 

7 厚生労働省保険局、第 1 回データヘルス計画（国保・後期）の在り方に関する検討会、

データヘルス計画の概要 

（https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000985142.pdf. 2024.03.31） 

8 厚生労働省、国民健康保険事業の実施計画（データヘルス計画）策定の手引き 

（https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/001093634.pdf. 2024.03.31） 

9 厚生労働省保険局、第 2 回データヘルス計画（国保・後期）の在り方に関する検討会、

国保連合会・中央会の保険者支援について～ 第 3 期データヘルス計画に向けて ～ 

（https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/001014082.pdf. 2024.03.31） 
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４月から開始されたところであり、広域連合は、その実施を構成市町村に委託することが

できることから、2024 年度には、全体の 9 割弱の市町村で高齢者保健事業と介護予防の一

体的な実施の目途がついている状況にあり、2024 年度中には、すべての市町村において一

体的な実施の展開が予定されている10。 

 

 

（https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/001014082.pdf） 

 

 

10 厚生労働省保険局、第 1 回データヘルス計画（国保・後期）の在り方に関する検討会、

第 2 期データヘルス計画策定に係る現状と課題 

（https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000985143.pdf. 2024.03.31） 
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（https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/000985143.pdf） 
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(4) まとめ 

以上、(1)～(3)にて、審査支払機関におけるデータヘルスへの取り組みを簡単に概観し

た。支払基金では、健康スコアリングレポートの作成やデータヘルス・ポータルサイトの

運用に加えて、NDB の管理・運用やレセプト情報の集計、提供サービスなども、データヘ

ルス事業の一環として実施している。国保連合会・国保中央会では、同じく健康スコアリ

ングレポートの作成に加えて、個々の保険者に対する直接的なデータヘルス支援活動とい

った個別性の高いアプローチに加え、KDB データを活用した、市町村における高齢者保健

事業と国民健康保険保健事業及び介護予防の取り組みとの一体運用の一体的な実施などを

行っている。 

支払基金、国保連合会・国保中央会のいずれも、レセプトなど大規模医療データの取り扱

い実績を有するという点で、人的・物的資源での優位性を買われて、保険者におけるデータ

ヘルス実践の推進を担っている。一方で、これらの取り組みに係る人材育成の重要性につい

ても、支払基金においては事業計画、国保連合会・国保中央会においてはデータヘルス計画

策定の手引きにて記載されているとおりである。 

審査支払機関におけるデータヘルス人材の育成に際しては、必要とされるリテラシーやス

キルセットを吟味し、いかにして効率的な育成手法を取り得るのかを適切に整理できれば、

審査支払機関において活用可能な成果をもたらすことが期待されるものであるが、一方で、

審査支払業務という本来業務を有する職員らが実際にリテラシーやスキルセットを習得す

るための時間や環境が確保できるものでなければならないため、検証が困難な課題でもあ

る。こうした背景を踏まえて、本研究では、審査支払機関におけるデータヘルス支援機能を

強化するためにはどういった人材育成が必要であり、そのためのプログラムとして、どのよ

うな内容、形式、分量を備えるものが適切であるかを調査することを目的としている。 

次の第 2 章では、データヘルスからはやや離れるが、昨今あらゆるフィールドで必要と

されている、医療データを利活用できる人材育成を目的として設置・公表されている各種

教育プログラムについて確認を行い、本研究が目的とするデータヘルス人材育成に必要な

リテラシーやスキルセットを検討するための基礎情報として整理する。第 3 章以降で、著

者らが提供しているプログラムについて詳細な紹介を行い、参加者の声をもとに、医療デ

ータの利活用に必要なコンテンツ等について分析を行うこととする。 
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第 2 章：既存の医療データ人材育成コースについて 

(1) 文部科学省 データ関連人材育成プログラム（D-DRIVE） 

このプログラムは、大学、企業、自治体などがコンソーシアムを形成し、博士課程の学

生や博士号取得者等の高度人材に対して、データサイエンス等のスキルを習得させる研修

プログラムを開発・実施し、キャリア開発の支援を実施することで、アカデミア・産業

界・教育分野を問わず高度なデータ利活用を実践し活躍できるトップクラスの人材を育成

することを目的とするものである11。 

 

 

（https://www.mext.go.jp/content/20200303-mxt_kiban03-100000296_1.pdf） 

このプログラムでは 2017 年度には東京医科歯科大学、電気通信大学、大阪大学、早稲

田大学が採択され、以降も 2018 年度には北海道大学、2019 年度には大阪大学、2020 年

 

11 文部科学省、データ関連人材育成プログラム(Doctoral program for Data-Related 

InnoVation Expert(D-DRIVE)) 

（https://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/data/index.htm, 2024.03.31） 
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度には北海道大学のプログラムが採択されている12。各々の大学は教育機関や民間企業な

ど、多くの機関と連携してコンソーシアムを形成し、人材育成を推進しているところであ

るが、このうち、医療に焦点を当てたプログラムに、東京医科歯科大学が展開する、デー

タ関連人材育成プログラムがある。 

 

(1)-1 医療・創薬データサイエンスコンソーシアム（東京医科歯科大学） 

東京医科歯科大学が展開する「医療・創薬データサイエンスコンソーシアム」では、医

療・創薬・ヘルスケア分野でのビッグデータ解析や AI 応用、IoT などの「新たなデータ

サイエンス」の方法論を開拓し、産業・学術の発展に寄与する人材を育成するために、 

 

・人材育成プログラムの開発と実施 

・産業界・アカデミアへの専門人材の供給 

・これらの人材が交流する研究会の展開 

 

を目的としたコンソーシアムを設立している。そこに参画する教育機関、研究機関からは

講師も含めた教育コンテンツの提供、企業などの連携機関においては、受講者の参加やイ

ンターンシップの実施、大学院生等のリクルート活動などを行い、教育プログラムを核と

して、この領域に関係の深い多様な人材が交流できる体制を確保している13。連携する教

育機関、研究機関を含むコンソーシアム体制は、以下の図の通りである。 

 

12 文部科学省、データ関連人材育成プログラム 選定機関一覧

（https://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/data/1394186.htm, 2024.03.31） 

13 東京医科歯科大学「医療・創薬データサイエンスコンソーシアム」、コンソーシアム概

要（https://ds.tmdu.org/overview.php, 2024.03.31） 
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（https://ds.tmdu.org/overview.php） 

 

 展開されている人材育成プログラムは、大きく分けて、データサイエンス人材育成プロ

グラムと、その他のプログラムとに分けられる。データサイエンス人材育成プログラムは

「博士人材/医療人材コース」と「企業人材コース」、つまり医療に関連する教育・研究機

関で活躍する人材を育成するコースと、企業で活躍する人材を育成するコースの 2 本立て

でとなっているが、いずれのコースも基礎編と応用編が用意されており、基礎編ではデー

タサイエンスの基礎的な数学の知識や確率、統計の知識に関する講義と、プログラミング

に関する実習に加えて、選択科目としてゲノム医科学の講義やマネジメント、知財管理に

関する講義、実習としては Linux や SQL の基本的実習や医療統計解析の実習が用意され

ている。応用編では、システム医学概論や AI 創薬、ゲノム統計学の講義、オミックス解析

等の実習、企業インターンシップ等が用意されている。基礎編、応用編それぞれに修了要

件が定められており、これを満たすと、それぞれにおいて修了証の授与が行われる。ま

た、2024 年度は、これらの授業科目は、基本的にはすべてオンライン開催とされている。 
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（https://sites.google.com/tmdu.org/2024ds-phdmd/home） 

 

その他のプログラムとしては、「医療 DX イノベーション人材育成プログラム」「アント

レプレナー育成プログラム」「デジタルヘルス人材育成プログラム」が提供されているが、

これらのプログラムも、ヘルスケア領域におけるデータ利活用人材の育成が想定されてお

り、ヘルスケア領域に関連する科目が一定程度設定されている14。 

 

(1)-2 その他の大学が展開する D-DRIVE 人材育成プログラム 

D-DRIVE におけるそれ以外の機関によるプログラムは、代表機関が医療系の教育機関

でないこともあり、必ずしも医療領域に焦点を当てたデータ人材の育成を目指しているわ

けではない。たとえば電気通信大学を代表機関とするプログラム「データアントレプレナ

ーフェロープログラム」（Data Entrepreneur Fellows Program: DEFP）は、それ以前から

展開していた「データアントレプレナープログラム」（Data Entrepreneur Program: DEP）

を包括的に発展させ、データサイエンティストとしての素養を持ち、新たな価値を生むビ

ジネスを創出できる人材を育成することをミッションとして明示しており、医療に限定さ

れないデータサイエンティストの輩出がテーマとなっている。プログラムも、大学院の

「数理・統計学系」「データ工学系」「人工知能系」「経営工学系」の各科目の履修を前提

に、「データアントレプレナー実践論」及び「データサイエンティスト特論」を習得し、

 

14 東京医科歯科大学、統合教育機構イノベーション人材育成部門

（https://apply.tmdu.org/, 2024.03.31） 
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「共同研究」や「インターンシップ」で研究と実務を経験する建付けとなっており、保健

医療分野に関係の深いコンテンツは、概要を確認する限りは用意されてはいない15。 

 

（https://de.uec.ac.jp/program/） 

 

（https://de.uec.ac.jp/program/） 

 

15 国立大学法人電気通信大学、データアントレプレナーフェロープログラム

（https://de.uec.ac.jp/program/, 2024.03.31） 
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(2) 文部科学省 医療データ人材育成拠点形成事業 

このプログラムは、医療現場から大規模に収集される多様なデータの利活用を推進し、

質の高い医療を実現するため、医療データの活用基盤を構築・運営する人材や医療データ

を利活用できる人材を育成することを目的として行われているものである16。また、この

事業は、2019 年度より文部科学省の研究拠点形成費等補助金により行われるものである。

超高齢社会において、ICT の技術革新や次世代医療基盤法の施行、保健医療データプラッ

トフォームの整備を背景として、医療データの利活用により医療の質を向上し、政府が成

長戦略の柱の一つとして掲げている「健康寿命の延伸」を実現するためには、医療データ

の利活用を推進する人材が欠かせない。しかし、医療データの活用基盤を構築・運営する

人材や、それら医療データを利活用できる人材は非常に限られている。そうした背景か

ら、この事業は展開されている。 

 

 

（https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2019/10/07/1414745_001.pdf） 

 

 

16 文部科学省、医療データ人材育成拠点形成事業

（https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/iryou/1414738.htm, 2024.03.31） 
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この「医療データ人材育成拠点形成事業」に選定されたのは、筑波大学など 3 大学と連

携して行う、東京大学の「医療リアルワールドデータ活用人材育成事業」、大阪大学など

10 大学と連携して行う、京都大学の「関西広域 医療データ人材教育拠点形成事業」であ

る17。以下、両者のプログラム内容について、個別に紹介する。 

 

(2)-1 医療リアルワールドデータ活用人材育成事業（東京大学） 

東京大学の「医療リアルワールドデータ活用人材育成事業」は、連携大学同士が各々の

強みや特色を生かして、医療リアルワールドデータを利用・活用できる総合力と実践力を

兼ね備えた人材を育成することを目的としているが、育成する人材像として想定されてい

るのが、以下 

 

・医療リアルワールドデータの特性・意義やバイアスを理解できる 

・データ標準化と変換及びクレンジングにより解析可能な形式のデータベースを構築で

きる 

・課題解決を目的とした知見を得るための具体的なデータ処理ができる 

・これらについて自ら実践し、指導することができる 

 

能力を備えた人材であり、多分に実践的な医療データ利活用を行う人材の育成を掲げてい

る18。また、受講資格として 

 

 ・医師・看護師をはじめとする医療免許保有者 

 ・医療機関外で医療関連データ解析の経験を有する者 

 

と要件として定めており、一定水準以上の医療領域へのリテラシーを受講生に求めている

ことが確認できる。 

 

17 文部科学省、 「医療データ人材育成拠点形成事業」の選定結果

（https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2019/

06/11/1417709_01.pdf, 2024.03.31） 

18 医療リアルワールドデータ活用人材育成事業、事業紹介 

（https://www.med-rwd.jp/about.html, 2024.03.31） 
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（https://www.med-rwd.jp/assets/images/about_this_project.pdf） 

 

このコースでは、一般履修コースは 2 年間で 162 時間の履修、インテンシブコースは 1

年間で 87 時間の履修を行うようコース設計されており、修了時には修了証の授与が行わ

れる。コース内容は、一般履修コースでは医療データ管理概論、医療リアルワールドデー

タ構築概論、倫理法制度概論、データ収集・コード化・標準化・クレンジング実践、デー

タ再編成と匿名化実践、データの記述と図示、統計的データ解析・マイニング実践、自由

記載データ自然言語処理実践、症例データベースレジストリ処理実践等々、情報分野に関

するリテラシーを涵養するための、多彩な科目が用意されている。一方、もともと保健医

療分野のリテラシーを一定程度有する受講者層を想定したカリキュラム設定となっている

こともあり、臨床医学に関する講義は、オンデマンドかつ選択形式で、7 コマが用意され

るにとどまっている19。実際に履修生の職種を見ると、一般履修コースの２年次において

は、各年度とも事務職の参加は全体の 1 割程度にとどまっており、履修生のほとんどを医

 

19 医療リアルワールドデータ活用人材育成事業、履修プログラム 

（https://www.med-rwd.jp/program.html, 2024.03.31） 
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師や看護師、薬剤師などの医療従事者が占めている20。また、履修生の所属元は大学病院

が最多で、東京大学をはじめとする連携機関の医療従事者が主たる履修者となっている。 

 

 

 

（https://www.med-rwd.jp/information.html） 

 

このように、現業の医療従事者が履修生の大半を占めていることを反映してか、講義は

オンラインもしくは土日に集約されており、現業との両立が可能な仕組みがとられてい

る。加えて、東京大学における医療 Dx の推進を支える人材育成の試みとしても、この事

業は位置づけられている21。 

 

20 医療リアルワールドデータ活用人材育成事業、履修者情報 

（https://www.med-rwd.jp/information.html, 2024.03.31） 

21 医療リアルワールドデータ活用人材育成事業、事業について 
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(2)-2 関西広域 医療データ人材教育拠点形成事業（京都大学） 

京都大学の「関西広域 医療データ人材教育拠点形成事業」（Kansai Union/Kyoto 

University Education Program for Digital Health Innovation: KUEP-DHI）は、代表校であ

る京都大学と関西広域の 12 の連携・協力校および関西健康・医療創生会議・関西広域連

合・関西経済連合会と、多くの組織の協力のもとで医療データの活用基盤を構築・運営す

る人材および利活用を推進できる人材、さらにデータ利用を正しく統制できる人材の育成

を、目標として掲げており、KUEP-DHI の略称で呼ばれている。また、大学院生（主に修

士学生）を対象とした本コースと社会人を対象としたインテンシブコースを設置し、学生

以外への教育ニーズにも対応することを目指すものである22。 

 

 

（https://kuepdhi.kuhp.kyoto-u.ac.jp/about/#t01） 

 

 

（https://www.med-rwd.jp/message.html, 2024.03.31） 

22 関西広域 医療データ人材教育拠点形成事業、本事業について 

（https://kuepdhi.kuhp.kyoto-u.ac.jp/about/#t01, 2024.03.31） 
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KUEP-DHI のプログラムが掲げるのは、医療データが生まれてから活用されるまでの情

報流の始点から終点までを確実に支え、正しく統制できる人材、すなわち 

 

・医療データ利活用基盤を構築・運営できる「基盤人材」 

・医療データ活用の全体を律し、社会的コンセンサスの醸成する「統制人材」 

・データを適切に利活用できる「活用人材」 

 

の育成であり、京都大学大学院医学研究科と同大大学院情報学研究科に、追加履修コース

として設置されている、各研究科の既存講義に加え、法制を含む KUEP-DHI の核となる

幾つかの講義と実習を新たに設け、基礎科目、必須科目、選択科目を通して、医療データ

を取り扱う専門家に必要な基礎的知識・技術を 2 年間で体系的に学習できるよう、医学、

情報学、法制学などをカバーしたカリキュラムを構成している。 

 

 

（https://kuepdhi.kuhp.kyoto-u.ac.jp/m_course/） 

 

履修科目は、基礎科目（3 科目）、必須科目（4 科目）、選択科目（7 科目）を設置してい

る。基礎科目では、医療データを取り扱う上での基礎知識の獲得を目的とした基礎科目

（3 科目）、KUEP-DHI の核となる必須科目（4 科目）および選択科目から構成されてい

る。具体的には、基礎科目として計算機科学概論、医学概論、統計学、必須科目として医
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療情報システム学、医療情報法制学、医療データ分析学、医療情報学実習にて構成されて

いる。 

 

（https://kuepdhi.kuhp.kyoto-u.ac.jp/m_course/） 

 履修者の構成は下記のとおりであるが、履修生はすべて大学院生となっており、この点

で、現業の医療従事者が履修者の大半を占める「医療リアルワールドデータ活用人材育成

事業」とは、プログラムの指向性を異にする。 
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（https://kuepdhi.kuhp.kyoto-u.ac.jp/about/） 

 

 一方、社会人を対象としたインテンシブコースも、2 つ用意されている。そのうち一つ

は「社会変革型データサイエンティスト育成プログラム（Data-driven Healthcare 

Innovation Evangelist Promotion Program：DHIEP Program）」であり、もう一つは、著者

らが担当する「ビジネス特化型インテンシブコース（Kansai Union / Kyoto University 

Education Program for Digital Health Innovation directly on themes of business：(KUEP-

DHI dot.b)」である23。 

 前者の DHIEP Program では、「分析だけを請け負う従来型データサイエンティストでは

なく、ライフサイエンス・ヘルスケア領域に深い造詣を有し、社会変革を実現しうる人材

の育成」という方針のもと、以下のような人材を輩出することを目指している。 

 

 ・データサイエンスを活用した新たな診断・治療アプローチを研究・実装できる医学研

究者・医療従事者 

・革新的な新薬研究を進められる製薬企業研究者 

・データサイエンスを軸として新しいヘルスケアソリューションを開発・事業化できる

製品開発・事業開発者 

 

23 関西広域 医療データ人材教育拠点形成事業、インテンシブコース 

（https://kuepdhi.kuhp.kyoto-u.ac.jp/about/#t01, 2024.03.31） 
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プログラムのサイトが示すデータサイエンティストの分類と人材要件は以下のとおりであ

り、「社会変革型」という設定において、事業企画の立案や多様なプレーヤーとの協働も、

要件のひとつとされている24。 

 

 

（https://dksrp.hs.med.kyoto-u.ac.jp/） 

 

カリキュラムは、「経営・社会変革」、「医学・生命科学」、「情報・データサイエンス」の

3 分野について、e-learning による基礎知識のコース、リアルタイム講義の必修科目、加

えて選択科目、および実際のデータを活用した分析を学ぶ実習により構成されている。「社

会変革型」というテーマに合わせて、必修科目のなかにプレゼンテーションやコミュニケ

ーション、ビジネスモデリング、デザインシンキングなどに関する講義も盛り込まれてい

る。 

 

24 DHIEP Program、プログラム概要 

（https://dksrp.hs.med.kyoto-u.ac.jp/, 2024.03.31） 
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（https://dksrp.hs.med.kyoto-u.ac.jp/curriculum/） 

 

受講生は、医師など医療関係者、医療関係者以外の社会人、アカデミアなど、多岐にわ

たっている。 

 

 

（https://kuepdhi.kuhp.kyoto-u.ac.jp/about/） 
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我々の取り組みである、ビジネス特化型インテンシブコース (KUEP-DHI dot.b)につい

ては、次の第 3 章にて詳しく紹介する。 
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(3) 民間企業などが提供する、データサイエンティスト養成プログラム 

(1)および(2)はアカデミアが提供するデータサイエンティスト養成プログラムである

が、このほかにも、民間企業が提供するプログラムがいくつか存在しており、ウェブサイ

トで検索すると、さまざまなプログラムがウェブサイトで紹介されていることが確認でき

る。以下①～④は、検索結果をもとにいくつかのコース例を紹介するものであるが、いず

れのコースも、保健医療分野に特化したデータサイエンティストの養成を掲げるものでは

ない。 

 

（① データ活用人材育成サービス（ブレインパッド社提供）） 

ブレインパッド社が提供するデータ活用人材育成サービスでは、データ分析・データ活

用を行うためのコアスキルを形成し、その後も継続して学ぶことができる実践的な人材育

成プログラムとして、「これからはじめるデータサイエンス入門」、「SQL による集計・分

析」、「現場で活かせる統計解析」、「機械学習による問題解決実践」、「Python ではじめるデ

ィープラーニング実践」の 5 つのデータサイエンティスト入門研修を行っている。これら

はいずれも 2～3 日程度、集中講義の形式で提供されるものであるが、コンテンツのタイ

トルを見る限りでは、保健医療分野に限定されないデータ利活用のスキルの涵養を目指し

ていることが読み取れる。2014 年以降、公開講座にて 1,900 名以上、企業研修では 90 社

への提供実績があるとのことである25。 

 

（② データ分析人材育成サービス（三菱総研 DCS 社提供）） 

三菱総研 DCS 社が提供しているデータ分析人材育成サービスでは、2010 年以降、50 社

以上の企業に対し、経験を有するデータ活用コンサルタントが付きながら集合研修、マン

ツーマン研修、e-learning など様々な教育手法を組み合わせた、オーダーメイドの育成カ

リキュラムのプランニングを行っている。そのうえで、オーダーした企業内での人員配置

に資するよう、受講生のスキルの習得度を可視化したり、受講生らに実習の機会を提供し

たりして、企業内でのデータ分析のサイクルを自走できるよう、フォローアップを行って

いる26。 

 

25 ブレインパッド、データ活用人材育成サービス 

（https://www.brainpad.co.jp/school/about, 2024.03.31） 

26 三菱総研 DCS、三菱総研 DCS のデータ分析人材育成サービス 

（https://www.dcs.co.jp/lp/analytics_training/index.html, 2024.03.31） 
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（③ ビッグデータを用いたデータ分析研修（NTTExC パートナー社提供）） 

NTTExC パートナー社では、ビッグデータのビジネスへの活用方法や分析のアウトソー

シング等に関するノウハウの不足や、自社内での知識を備えた社員の不足などといった企

業内の課題に対応するべく、ビッグデータの基礎知識や、ビッグデータを活用したビジネ

ス企画の立案方法、プロジェクトの推進方法などを研修にて提供している。ウェブサイト

では「ビッグデータ概要」「ビッグデータの活用事例」「ビッグデータの入所方法」「ビッグ

データの分析」などのコンテンツを含んだ 2 日間程度のサンプルのプログラムが示されて

いるが、基本的には希望する企業との個別の事前相談を踏まえて、オーダーメイドのプロ

グラム設計を行うとされている27。 

 

（④ データサイエンティスト育成講座（松山市提供）） 

民間企業以外を主体とするデータサイエンティスト育成の動きもみられる。松山市で

は、2023 年度に半年間の課程で、基礎知識の涵養からデータサイエンティストの実務に即

したプロジェクト構築までの一連の流れを経験するデータサイエンティスト育成講座を開

設している。前期課程では松山市の大学生を対象にしたデータサイエンティストの基礎講

座を実施し、後期課程ではデータサイエンスの人材育成を目指す市内企業も参加して、学

生とともに企業が抱えるビジネス課題をデータサイエンスの観点から課題解決に取り組む

ことを通じ、企業内外のデータサイエンティストの育成を図っている。この取り組みを通

じて、データサイエンスの基礎知識を学びたい学生と、そうした人材の確保を目指したい

企業とのマッチングの機会も確保されることとなる。なお、行政が展開する講座というこ

ともあり、受講料は無料で設定されている28。 

 

これらの事例はあくまでも一例にすぎず、これ以外にも多くの民間企業において、デー

タサイエンティスト養成を目的とした研修やコンテンツが提供されている。それらを十分

に確認して一般化した知見をここで述べることはできないが、少なくともここで紹介した

①～④の事例それぞれに特徴があることは指摘できる。①では、実際には個別に相談に応

 

27 NTTExC パートナー、ビッグデータを用いたデータ分析研修 

（https://hr.nttls.co.jp/hrd/program-search/specialized/detail/6, 2024.03.31） 

28 松山市、データサイエンティスト育成講座 2023 

（https://matsuyaman.space/dstc-matsuyama/, 2024.03.31） 
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じたオーダーメイドの教育コースの提供も行われているものの、紹介した５つのコース

は、データサイエンティスト入門講座としてパッケージ化されており、教育のノウハウも

蓄積されていると想定される。ウェブサイトで確認した限りはこれらのプログラムは繰り

返し開催されており、それぞれの参加期間も 2～3 日と、各科目を単独ではそれほど長期

の拘束期間が発生しない運用となっている。一方、②や③は、あくまでも依頼者のバック

グラウンドやビジネスの用途などを踏まえてオーダーメイドにてコース設定される建付け

となっており、これは逆に言えば、コンテンツやスキルセットが定まっていないことを意

味している。①と②・③の違いを述べるとすれば、参加者や参加企業のバックグラウンド

によらず基本的なスキルセットを設定してその提供に重点を置く①と、参加者や参加企業

のバックグラウンドに焦点を当ててそのニーズに個別対応する②・③、という区分けがで

きるだろう。 

④では、学生と企業とが一緒になって課題解決に取り組む、という点が他のコースと様

相を異にしている。また、受講料が無料である一方で、参加者は市内の学生および市内の

企業に限定されており、受講料で自走するというよりも、行政事業としてデータサイエン

ティスト育成を図りつつ、市内企業における雇用の充実や安定化につなげようという意図

が伺える。 
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(4) 文部科学省による、大学における数理・データサイエンス・AI 教育の 

全国展開 

(1)～（3）で紹介した各プログラムは、大学院生など高等教育機関の学生および社会人

に門戸を開くデータサイエンティスト養成プログラムであるが、その前段階となる大学教

育においても、データサイエンス教育の強化は重要な課題として位置づけられている。こ

れらの取り組みと、社会人に向けたデータサイエンティスト養成プログラムの開設の動き

とは、アカデミアにおけるコンテンツの相乗り等、連動している場合が少なくない。そこ

で、大学教育におけるデータサイエンス教育の動向についても簡単に紹介する。 

文部科学省第５期科学技術基本計画において、未来社会の姿として示される「超スマー

ト社会」（Society 5.0）に向けて，数理的思考やデータ分析・活用能力を持ち，社会におけ

る様々な問題の解決・新しい課題の発見及びデータから価値を生み出すことができる人材

を戦略的に育成するために，「数理及びデータサイエンス教育の強化に関する懇談会」が

2016 年に設置された。ここで，大学における数理及びデータサイエンス教育の強化の方策

が検討され、様々な提言がなされた29。そのなかでも重要な指摘は、数理・データサイエ

ンスを一括して教育・研究できるセンターの整備である。 

多くの大学では、数学や統計の科目は一般教育・専門基礎教育科目として設けられてい

ても、自由選択や理系のみ必修・選択必修となっていることが殆どであり、数理・データ

サイエンスが社会においてどのように活用しうるかを教える環境が整っていない。このこ

とから，専門分野を超えて数理・データサイエンスを中心とした全学的・組織的な教育を

行うセンターとしての機能を有する組織を整備し，社会における様々な問題の解決・新し

い課題の発見及びデータから価値を生み出すことができる人材の育成のための教育を支え

る機能を確保することが喫緊の課題であると、懇談会において結論づけられた。 

このセンターのミッションとして、基本的な数理・データサイエンスの教育に加えて、

多方面への応用展開を念頭に置いた様々な分野との連携、教員の養成、他大学や地域、産

業界等への波及が掲げられている。このためには、センターがひとつの大学単体で存立す

るだけではなく、他のアカデミアや産業界など、様々な機関と連携するコンソーシアムの

形成が重要な要素であること、e ラーニングやグループワーク、PBL、ケーススタディなど

 

29 文部科学省 数理及びデータサイエンス教育の強化に関する懇談会、大学の数理・デー

タサイエンス教育強化方策について 

（https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou/080/gaiyou/__icsFiles/afieldfile/

2016/12/21/1380788_01.pdf, 2024.03.31） 
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従来型の大学教育手法にとらわれない能力開発手法を整備することも、必要であると提言

されている。 

 

 

（https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou/080/gaiyou/__icsFiles/afieldfile/2016/12/21/1380788_01.pdf） 

 

 こうした議論を受けて、2016 年に「数理及びデータサイエンスに係る教育強化」の拠点

校として北海道大学、東京大学、滋賀大学、京都大学、大阪大学、九州大学の 6 大学が選

定され30、2017 年度より、これらの大学が「数理・データサイエンス・AI 教育強化拠点コ

ンソーシアム」を形成し、実運用を開始することとなった31。その後、AI 戦略 2019 とも

連動し、デジタル社会の「読み・書き・そろばん」とされる「数理・データサイエンス・

AI」の基礎的なリテラシーを国民に行き渡らしめる動きが加速していく。 

 

30 文部科学省、「数理及びデータサイエンスに係る教育強化」の拠点校の選定について 

（https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou/080/gaiyou/1380792.htm, 

2024.03.31） 

31 数理・データサイエンス・AI 教育強化拠点コンソーシアム、コンソーシアム概要 

（http://www.mi.u-tokyo.ac.jp/consortium/overview.html, 2024.03.31） 
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（https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/wg7/20191101/shiryou1.pdff） 

 

数理、データサイエンスに加えて AI に関する教育が一体となって、2019 年度からは国

立大学 20 校が新たにコンソーシアムの協力校として参加することになり、その後も協力校

の数を増やして現在に至っている32。この間、数理・データサイエンス・AI に関する大学

や高等専門学校などの正規の課程の教育プログラムのうち、一定の要件を満たした教育プ

ログラムを文部科学大臣が認定あるいは選定することにより、各教育機関が数理・データ

サイエンス・AI 教育に取り組むことを後押しする制度が導入され、このコンソーシアム

も、AI 戦略 2019 で目標とされている年間育成目標の達成を支援するべく、コアカリキュ

ラムやスキルセット、学習目標の策定などで認定制度の運用において積極的に役割を果た

している33。 

 

 

32 数理・データサイエンス・AI 教育強化拠点コンソーシアム、コンソーシアムの歩み 

（http://www.mi.u-tokyo.ac.jp/consortium/pdf/first_activitiy.pdf, 2024.03.31） 

33 文部科学省、数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度 

（https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/suuri_datascience_ai/00002.htm, 2024.03.31） 
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（https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/wg7/20191101/shiryou1.pdff） 

 

 著者らも所属する京都大学の事例を紹介する。京都大学が設置しているのは国際高等教

育院附属データ科学イノベーション教育研究センター（以下、当節内では「センター」と

呼称）である。京都大学には情報・統計・数理のそれぞれを専門とする教員が多数在籍

し、それぞれの学部・研究科等で教育を行っているが、そのままであれば、「数理及びデー

タサイエンス教育の強化に関する懇談会」において課題と指摘されていた、数学や統計の

科目が一部の学生が選択する科目にとどまってしまい、数理・データサイエンス・AI の基

礎知識や、社会とのつながりについて、全学生に教育を施すことが難しい。そこで情報・

統計・数理の専門教員をセンターの教員と連携させて、情報・統計・数理に関する基盤教

育を 21 世紀の基礎教養として、学部における全学共通教育から大学院における高度専門

教育までの各段階に応じて、センターをハブとして全学的に提供する体制が整えられた。

これにより、情報・統計・数理教育を学部、講座横断的にセンターが一体管理する運用体

制へと、移行しているところである34。以下にセンターの体制図を引用するが、全学学部

とセンターとを連携させる体制をどう整えるかに、重点が置かれている。 

 

34 京都大学国際高等教育院附属データ科学イノベーション教育研究センター、設置目的 
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（https://ds.k.kyoto-u.ac.jp/introduction/objective/） 

 

 では、こうしたセンターが、課題として指摘されている学部や講座の専門性といった垣

根を越えて、どのようにして情報・数理・統計の教育を全学の学生に対して設計し、展開

しているのだろうか。このセンターが公表している自己点検・評価報告書をもとに、全学

共通科目「統計入門」導入のプロセス、ならびに医学部への展開例を紹介する。なお、以

下の取り組みはセンターの設置前から少しずつ準備が進められていたものであったが、セ

ンターの設置により体制の強化が図られ、こうした動きが加速することとなった。 

 京都大学の学部学生向け全学共通教育において、全学共通教育におけるデータサイエン

ス教育の中心となる科目は「統計入門」であるが、この科目が設置された経緯は、医学部

から統計学についての要望が寄せられたことに始まる。それは、確率論をベースにした、

専門性の高い数学的な定理と証明付きの議論を展開するのでなく、数学嫌いにならないル

ートで、将来保健医療の領域で使える統計や、より踏み込んで言えば騙されない統計を身

につけることができる科目を提供して欲しいという趣旨であった。こうした要望を受け

て、学内の各学部からの意見を交えて「統計入門」の科目を設置しつつ、それまでに各学

 

（https://ds.k.kyoto-u.ac.jp/introduction/objective/, 2024.03.31） 
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部で提供されていた数理、統計の科目を見直し、学部のニーズに合わせて、選択制にした

り指定制にしたりすることで、各学部の個別の専門性にも配慮したデータサイエンス教育

の再編を実施した。この「統計入門」の科目内容は、統計の考え方を知ることと、統計の

応用の実例について学ぶことを主眼とし、数学的な基礎付けについては、対象学生のニー

ズや予備知識に合わせて別建てとするよう設計し、従来の「数理統計」の内容とは差別化

を図るものとしている。 

また、「統計入門」は座学ではあるものの、統計がどのように社会に活用されるのか、と

いう点で受講生の理解を深めるべく、PC を用いたデータの統計処理という演習が組み込

まれた。これも、専門性の高い数理統計としての要素よりも、実践性を重視したカリキュ

ラムの確立を念頭に置いた再編として位置づけられる。 

 その他に、医学部医学科向けのクラスでは学科の専門性に考慮し、以下のような工夫を

行い、学修効果の改善を図っている。 

 

・最新の医学の学術雑誌論文の例などを示し、統計学の知識が実際に最先端の医学研

究で活用されており、多くの受講者にとって将来必要な学問であることを明示 

・２元分割表、仮説検定や区間推定などを説明する際の様々な例において医学に関連

するデータを採用し、医学部の学生により強い関心を持ってもらうよう工夫 

・医学部医学科の学生が卒業時に必ず受験する医師国家試験の出題範囲を示すことで

学習意欲を高める様に工夫 

・ 「医学教育コアカリキュラム」の中の「B 社会と医学・医療」の多くが、「統計入

門」で扱われていることを説明し、受講意欲を高める様に工夫 

・(特に入学間もない)医学部医学科の学生は数学にも強い関心を持っているため、高

度な質問に関して回答動画、資料などで対応35 

 

なお、KUEP-DHI dot.b では、センターが展開する学部の垣根を超えた汎用性の高い統

計・数理に関する科目を受講生向けに一部開放するなどして、センターとの相乗りを行っ

ている。こうした相乗りはセンターの設置ならびに汎用性の高いプログラムの開発により

実現したものである。結果的に、幅広い領域の受講生が集い、また講師も多様な受講生す

 

35 京都大学国際高等教育院附属データ科学イノベーション教育研究センター、自己点検・

評価報告書－リテラシーレベル教育編－ 

（https://ds.k.kyoto-u.ac.jp/wp-content/uploads/2021/07/20210611.pdf, 2024.03.31） 



37 

 

べてに役立つよう配慮したコンテンツが活用されることで、統計・数理の基礎的入門教育

を介して、従来型の科目の縦割りに縛られない教員および受講生の交流が可能となってい

る。 
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(5) まとめ 

(1)～（3）で紹介した各プログラムは、大学院生など高等教育機関の学生に加えて、社

会人にも門戸を開くデータサイエンティスト養成プログラムであったが、まず、(1)の東京

医科歯科大学、(2)の東京大学、京都大学の事例を除くと、プログラムの内容は、必ずしも

保健医療分野に限定されていなかった。また、（2）においても、東京大学のコースにおい

ては、基本的な保健医療に関するリテラシーをすでに有する医療従事者が受講生として想

定されているため、保健医療の領域に関係の深い講義は必須科目としては設定されておら

ず、受講生の職種別の割合も、そうした指向性を反映するものであった。 

一方、(4)においては、プログラム自体は社会人に開放されたものではないが、京都大学

の例からもわかるように、数理・統計・データサイエンスあるいは AI といった科目を、

特定の専門領域内での閉じた科目とせず、あらゆる領域の学生にとっての基礎知識として

の位置づけを明確にし、日常生活との繋がりに十分配慮した内容となるよう工夫されてい

ることが確認できた。また、医学部など各学部の要望に配慮して、全学共通の科目を設定

し、これに各学部の専門性に応じた個別の科目を組み合わせることで、各学部において実

際に有用性の高い数理・統計・データサイエンス・AI に関する講義を提供できる体制が整

備されていた。また、講義の提供対象を特定の学部の特定の学生に限定せず、幅広い層の

学生に開放しており、講義という場面を通じて、講師、学生双方の人材の流動性を高める

ことにも繋がっていた。こうした工夫を重ねることで、データサイエンスに関する講義の

内容を、高すぎる専門性や、それに相反する日常生活への応用可能性の低さがゆえに受講

生に役立たないものになることを避けようとする配慮は、私たちが本研究の課題を考える

上で参考になるものと思われる。 

次の第３章および第 4 章では、私たちの取り組みである「関西広域 医療データ人材教

育拠点形成事業 ビジネス特化型インテンシブコース（KUEP-DHI dot.b）」を紹介する。

第 3 章では概説を述べ、第 4 章では、審査支払機関からの参加者を含め、このコースの参

加者から得たコメントや、それを基にしたフィードバックによって、コンテンツをどう修

正したか、なども紹介する。こうした私たちの取り組みを事例のひとつとして検討するこ

とで、審査支払機関におけるデータヘルス人材育成プログラムにおいて重視すべき事項や

省略可能な事項、リテラシー向上において効率性の高い手法の適否などについて、参考に

なる知見を具体的に抽出していくことを目指していく。 
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第 3 章：KUEP-DHI dot.b の取り組みについて 

(1) KUEP-DHI dot.b 設立の背景、建付けなど 

(1)-1 背景 

第 2 章で、関西広域医療データ人材教育拠点形成事業（KUEP-DHI）について紹介した

が、そのインテンシブコースとして設けられたのが、「関西広域 医療データ人材育成拠点

形成事業ビジネス特化型インテンシブコース：Kansai Union / Kyoto University Education 

Program for Digital Health Innovation directly on themes of business (KUEP-DHI dot.b 

キュープディー・ドットビー)」である。このコースは、民間（企業）のニーズを踏まえつ

つ、医療データの活用に造詣のある人材を育成していくことを目的とするプログラムであ

り、医療データ利活用に造詣のあるスタッフを確保したい企業に向けて開放されている。 

このコースを設定した背景のひとつとして、NDB データの民間提供が開始されたこと

が挙げられる。それまでは NDB の利活用は行政や研究者等、公的要素の強い申出者に限

定されていたが、NDB の根拠法である高齢者の医療の確保に関する法律などの改正に伴

って、民間事業者も NDB の提供を受けることが可能になった。法令・ガイドラインに沿

って他の行政機関や大学の研究者等と同じ基準で審査を受けられるようになったが、ガイ

ドラインにおいて、研究・分析内容は「国民保健の向上に資する」ことを直接の目的とす

るよう定められており、特定の商品又は役務の広告又は宣伝に直接利用する又は利用され

ると推測されるものは、認めていない36。一例として、民間事業者もこうしたことを適切

に把握しておかないと、ガイドラインから外れた NDB の利用を検討したり、あるいは、

「制約が多すぎて使えない」と、NDB データに対して食わず嫌いとなってしまいかねな

い。また、NDB の利用を行う民間として想定されるのは、基本的にはアカデミアにおけ

る研究者のように単独もしくは限られた研究チームということは想定されず、団体として

の民間事業者となることが想定される。そうであるならば、NDB の利活用を検討するよ

うな民間事業者においては、その事業者において、NDB データの利活用に関する多様な

知識を備え、医療データの利活用を推進できる人材を組織的に育成、確保いただきたいと

考えた。実際に、NDB の利活用には知識以外にもデータ利用環境の確保が必須であり、

そのためには、医療データ人材育成コースのターゲットとしては、個人ではなく企業単位

 

36 明神大也、NDB 民間利用開放と今後の利活用推進、医薬品医療機器レギュラトリーサ

イエンス、PMDRS, 52 (6), 438-9, 2021. 

（https://www.jstage.jst.go.jp/article/pmdrs/52/6/52_438/_pdf/-char/ja, 2024.03.31） 



40 

 

とすることが好ましいと判断した。いささか余談となるが、デジタル産業を目指す企業に

おいては 3 つのジレンマが存在するとされており、その一つである人材育成のジレンマの

課題として、即座に新技術を獲得できる人材は引き抜かれてしまうことが挙げられてい

る。そこで、企業単位で医療データ利活用のノウハウを蓄積していただくために、企業派

遣という体裁をとることがリテラシーを備えた人材を企業に留める上で少しでも重しとな

ることも期待して、当該コースへの参加は契約企業からの派遣、という形式とした37。最

終的に、この dot.b は 2020 年度より開講する運びとなった。 

 

(1)-2 建付け 

一方で、アカデミアによる教育は、もっぱら個人を対象に行う高等教育であって、基本

的には履修者の責任において学術を修め、一定の水準の研究成果をもって適切と審査され

れば、学位の授与がなされ、それを本人の資質の証左として、アカデミアにおいてキャリ

アメイクを行っていくものである。この、履修者の責任において、という考え方は、アカ

デミアにおいて研究者として一本立ちするにあたり研究に責任を持つ習慣を獲得する過程

として考えれば妥当であるといえるが、企業活動において必要となる医療データ人材の育

成にあたって、この手法が奏功するとは必ずしも限らない。社会における医療データの利

活用のリテラシーは、研究発表の多寡などで決まるものではないからである。そういった

観点から、本プログラムは、大学と企業が共に適切なプログラムを研究・開発するという

建付けのもとで実施することとし、プログラムへの参加を希望する企業は大学と共同研究

契約を締結いただき、その企業から参加者を派遣いただく、という体制で運用することと

した。 

 

(1)-3 育成する人材像と、到達目標 

 dot.b では、育成する人材像として、参加者が所定のプログラムを終えられた後に各企業

に戻っていただき、医療データを企業内で有効かつ安全に利用する方針を立案したり、使

用できるデータを適切に活用したりすることで、有用な商品やビジネス等の開発に繋げ、

社会に貢献できるような人材を想定した。「企業内で有効かつ安全に利用」としているの

は、医療データの特徴を知っていただき、データそれぞれに研究や調査における向き、不

向きがあることや、また、医療データの利活用にあたって要件として定められている規則

 

37 経済産業省・デジタル産業の創出に向けた研究会、DX レポート 2.1 

（https://www.meti.go.jp/press/2021/08/20210831005/20210831005-1.pdf, 2024.03.31） 
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があることを十分に把握しておくことで、データ入手までの手続きや、データ入手後の分

析に要する時間を徒に増大させてしまうリスクを軽減できる点で、非常に重要だからであ

る。ただ、こうした知識がいかに重要であるかについての意識は、実際に医療現場に関与

したことや、実際に医療データを使用したことがあるか無いかによって、その理解が大き

く異なってくる。そうした意識も高められるようなコンテンツとなるよう、編成にあたっ

ては留意した。 

到達目標としては、以下 

 

・医療データ活用に必要な知識を系統立てて理解し、応用できる 

・医療データ活用に必要な現場感覚をもとに、医療データを分析して結果を解釈できる 

 

ことができる人材となっていただくことを目標とした。長期的な視野で、派遣された参加

者には医療データ関連の事業や研究をマネジメントできるようになっていただくことを重

視した。データの分析に加えて、得られた結果の解釈ができるようになることを掲げてい

るのも、そうした考えに基づくものである。 

 

(1)-4 コースの運用体制など 

 この dot.b では、京都大学の医学部附属病院、大学院医学研究科、国際高等教育院の教

員を運営委員会の構成員とし、プログラムの策定や講義、実習支援、現場見学など様々な

役割を分担しながら、dot.b のコンテンツの充実化に努めている。医学部附属病院の構成

員は、医療現場の見学やそれを通じた医療データの生成や格納の実態についての解説、デ

ータの管理、実際の医療データを用いた実習の支援などを主に担当している。社会健康医

学系専攻を中心とした大学院医学研究科の教員は、臨床疫学や公衆衛生学などの科目につ

いて、講義や実習を主に担当している。国際高等教育院の教員は、統計学やデータサイエ

ンスに関する基本的な科目についての講義を、主に担当している。このほかにも、様々な

外部講師を招へいし、講義や実習の機会を確保している。 
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 （運営委員会の構成員） 

委員名 所属 肩書 主な役割 

黒田 知宏 医学部附属病院 医療情報企画部 教授 dot.b 事業責任者 KUEP-DHI 全体統括 

中山 健夫 医学研究科 社会健康医学系専攻 

健康情報学分野 教授 

委員長 プログラム統括 

加藤  源太 医学部附属病院 診療報酬センター 

/病床運営管理部 特定教授 

副委員長 

/運営事務局 

プログラムの立案 

賛助企業との交渉 

今中  雄一  医学研究科 社会健康医学系専攻 

医療経済学分野 教授 

委員 大学院科目における

連携 

山本  洋介 医学研究科 社会健康医学系専攻 

医療疫学分野 教授 

委員 同上 

田村 寛 国際高等教育院附属データ科学イノベ

ーション教育研究センター 教授 

委員 同上 

山本 豪志朗 医学部附属病院 先制医療・生活習慣病

研究センター 特定教授 

委員 KUEP-DHI との連携 

森 由希子 医学部附属病院 医療情報企画部 講師 委員 同上 

植嶋 大晃 国際高等教育院 附属データ科学イノベ

ーション教育研究センター 講師・京都

大学医学部附属病院 医療情報企画部 

委員/運営事務局 プログラム立案全般 

各種学内手続き支援 

大鶴 繁 医学部附属病院 初期診療・救急科 

教授 

委員 病院見学実習 
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(2) コースの運用形式について留意したこと 

(2)-1 「データの綾」についての勘をどう養うか 

 著者らがこの dot.b コースを開設するにあたり、関心を有する民間企業の方々のニーズ

をヒアリングしたところ、しばしば耳にしたのが、「医療データを用いた集計結果が、妥

当と言いうるか否かを嗅ぎ分けられる勘を養ってほしい」という声である。 

 そうした声が出てくる根拠ともなるような事例を紹介する。診療報酬を請求するレセプ

トにおいては、処方薬や検査の正当性を主張するため、確定診断に完全に至っていない段

階でも、すでにレセプトにその傷病名が記載されることがあると言われている。いわゆる

保険病名（レセプト病名）である。たとえば、胃潰瘍が疑われたために胃潰瘍の治療薬を

投与した際に、確定診断に至っていない場合であっても「胃潰瘍」と傷病名を付与する場

合、などが挙げられる。こうした「レセプト病名」の存在を示唆するような「集計結果の

揺れ」を明らかにする研究結果が、いくつか公表されている。たとえば、柴田らは、NDB

の傷病名情報を用いた悪性新生物の月平均レセプト件数と、患者調査の悪性新生物の部位

別総件数とを比較したところ、概して前者が後者の 2 倍前後の数値となっていることを明

らかにし、レセプトの傷病名情報に基づいた集計結果は実態を過大評価してしまう恐れが

あることを示唆している38。 

 

 

 

 

38 柴田亜希子ら、「がん患者数計測資料としてのレセプト情報等の利用可能性」厚生の指

標第 61 巻第 12 号, p6-12, 2014 年 10 月. 
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 また、奈良県立医科大学公衆衛生学講座今村知明教授らの研究によれば、糖尿病患者数

を明らかにする各種調査も、各統計における対象事例の抽出手法や母集団の構成にはかな

りの相違があり、その結果として、糖尿病患者数の推計人数が大幅に変動していることを

明らかにしている。 

 

 このように、レセプトの傷病名情報やその他保健医療領域の統計資料を解釈するには、

その背景を踏まえた慎重な評価が必要であることは、医療従事者など医学の世界に携わる

者であれば、ある程度の常識として有していることが多い。一方で、全く医療の領域にか

かわったことがない者からすれば、ここまで大きな相違があるということについては、現

場経験の不足ゆえにイメージすることが難しいのではないかと思われる。 

著者らは、こうした「集計結果の揺れ」、別の言葉で言えば「データの綾」といった、

データの機微が、先のヒアリングで寄せられた「妥当と言いうるか否かを嗅ぎ分けられる

勘」に相当するのではないかと考えた。だが、第 2 章で紹介した既存の医療データ人材育

成コースをウェブサイトの情報等から見る限り、こうした要望に応えるコンテンツを実装

したプログラムは確認できなかった。東京大学の医療リアルワールドデータ活用人材育成

事業や、京都大学の KUEP-DHI でも、臨床医学に関する講義は用意されているが、実際

の医療現場において、日々の診療のプロセスから得られたレセプトデータやその他データ

について、機微な綾の存在やそれらへの解釈のヒントなどについて言及していることを想

定できる科目を確認することができなかった。 

この「データの綾」「妥当と言いうるか否かを嗅ぎ分けられる勘」は、現場における暗

黙知の集積とも言いうるものであり、テキスト化や「見える化」を図ることが容易ではな

い。例えば前述のレセプト病名においても、傷病名ごとに、レセプト病名となりやすい、

あるいはなりにくい傷病が存在する。疾患の重篤度や、確定診断に至るまでのプロセスの

複雑性の度合い、薬剤の薬効記載と臨床現場において流通している薬効に関するエビデン
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スとの乖離などを要因として、レセプト病名が発生する傾向は変化していくのだが、この

ことを体系的に明示することは容易ではない。あくまでも「現場の肌感覚だが」といった

接頭辞付きで議論することしかできない。 

上述の「レセプト病名を発生させ得る要因」については、実際に電子カルテで傷病名を

入力したり、審査に備えて傷病名を確認する経験が少しでもあれば、理解が容易になると

思われる。しかし、医療従事者以外の人々は、電子カルテを入力する経験も、レセプトの

傷病名を診療内容に照らして確認する経験も、まず持ち合わせていない。審査支払機関の

関係者であっても、レセプトの傷病名を確認する経験は少なからず有していると思われる

が、そのレセプトが日々の診療現場からどう電子カルテの記載、オーダーへと落とし込ま

れ、その記載、オーダー内容がレセプトにどう反映されているのかについて、その全貌を

目にする機会はほぼ無いと思われる。 

実際には、医療現場における医療従事者であったとしても、日々の診療における記録や

オーダーの情報が、どうやってレセプトや DPC、その他患者調査の報告情報等へと変換さ

れているのかを把握できている者は極めて限られている。医師や看護師は電子カルテの記

載やオーダーは出来ても、そのオーダーがどうマスター情報や薬剤部、放射線部、リハビ

リテーション部、栄養部等の運用と紐づけられたり、カルテ画面の裏側でレセプトデータ

へと変換されているのかを、普段目にすることはなく、また、理解をする必要もない。情

報部門は電子カルテ情報、事務部門はレセプト電子情報を掌握しているが、たとえば電子

カルテ更新の際には、お互いに相手のことを完全に把握できているとは限らないため、両

者の頻繁なコミュニケーションが、更新に際してのエラー防止にあたって必須となる。こ

のように、病院は医師、看護師、薬剤師、放射線技師、管理栄養士、事務職員等、さまざ

まな職種がそれぞれに役割を果たすことではじめて機能が発揮される現場である。こうし

た専門職種の独立性を反映して、病院の情報システムも、まずそれぞれの職種に宿るそれ

ぞれの論理を反映させた独立した部門システムが存在し、それらが束になることで、はじ

めて病院情報システムとして成立しているのである。 

大規模医療データの多くは、目的に沿って収集する情報の項目が定められ、それを理解

した人間が情報を登録することによって集積されるいわゆるレジストリデータではなく、

病院など医療機関の日々の業務のプロセスにおいて発生するデータ、つまり

administrative data である。こうしたデータは、通常のレジストリデータでは不可能な大

規模のデータを、相対的に少ないリソースの投入で得ることができる。情報技術の発展に

伴い、このような大規模データの収集や格納、分析が飛躍的に容易になってきていること

から、政府や社会からの期待も非常に大きい。第 2 章で紹介したような医療データ人材育



46 

 

成コースが林立しているのも、そうした期待の反映であるとも言える。一方で、このよう

な大規模データには、たとえばレセプトであれば保険医療機関における保険診療の診療報

酬請求という一次目的があり、データは全て一次目的が実践される現場のルールや法則に

則ったデータとなっている。このルールや法則は、前提とされる規定に加えて現場の実運

用における暗黙知とが綯い交ぜになって構成される「現場固有の論理」とも言えるもので

あり、前述「データの綾」の源泉にもなっている。このため、その領域への関与や理解が

なければ、全貌を把握することが困難である。 

こうした認識に基づき、著者らは dot.b プログラムを通じて、参加者に対して「データ

の綾を理解する」ための契機として「一次目的が実践される現場」、すなわち医療現場での

体験を積んでいただこうと考えた。 

 

(2)-2 医療現場としての「病院」という実践共同体への周辺参加を意識 

 とはいえ、「医療現場での体験を積む」ことは、実際には医療従事者以外にとって非常に

ハードルの高いことである。基本的には、医療現場は医師や看護師など、国などに正式に

認証された専門職者によって担われており、患者情報が集積している場所であることもあ

って、その他の者が近づくことは非常に難しい。そもそも、医療従事者においても、とく

に初学者においては現場に参入して修練を積むプロセスは古くから徒弟制のモデルで理解

されることが多かった。外科病棟など、高い緊張感を有する現場において朝早くから深夜

まで新人医師の研修に焦点をあてた小説作品や報道、研究などは数多い39。もっとも、下

位の医師に対する大学教授の権威主義的な態度や、研修医に十分な給料も支払わず過酷な

労働を強いる構造の問題点もたびたび指摘されており40、昨今の働き方改革でも医師の労

働環境は特に問題視されることが多い。そうした現場に対し、医療従事者以外の者が近づ

いて体験を重ねることは、制度的にも、また心理的にも決して容易なことではない。 

ところで、こうした徒弟制モデルに基づいた教育理論として知られているものに、組織 

における成員の技能修得や組織への参加形態と、職業集団のアイデンティティとをからめ

て論じたレイヴとウェンガーによる実践共同体の議論がある。レイヴとウェンガーは、集

団内のわざや知識が新参者に獲得されていく要諦を、単なる知の学習ではなくその共同体

でなされている実践に「新入り」から「キーパーソン」へと漸進的に関与する、すなわち

 

39 Bosk, Charles L., 1979, Forgive and Remember: managing Medical Failure, Chicago: The  

University of Chicago Press. P1-2.など 

40 塚田真紀子，2002，『研修医はなぜ死んだ？』日本評論社 
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正統的周辺参加にあると述べている．こうした枠組みで学習をとらえた場合，共同体の一

員として認められ，実践共同体への長期にわたる生きた関係を構築することこそが共同体

に固有の知を「体得する」とことになるとともに、共同体の成員という自己認識すなわち

アイデンティティの醸成によりそうした体得が強化されるのであって、結果的に「アイデ

ンティティ」「知るということ」「社会的成員性」とが、相互に分かちがたく影響を及ぼし

合っていることを述べている。こうした徒弟制自体は、現在では医療の分野を含めて総じ

て衰退の傾向にあるものの、レイヴとウェンガーはむしろ知ることと学ぶこと，さらには

仕事の遂行とが不可分に接合したひとつの世界における学習のモデルとして徒弟制を理解

するならば，それは今もなお世界各地に医学や法学、学問、プロのスポーツ、芸能といっ

たさまざま領域で存在していると考えている。ただし、そこでの教義は、日々の実践のな

かから共同体のなかにいる構成員各自が意味を解し、それぞれに体得されていく類のもの

であるため、たとえ高度な技術や知識が必要とされる領域においても、その共同体におけ

る業務内容から抜き出して容易に合理化、言語化できる類のものではない4142。 

 この考え方を参考にしながら、dot.b のコンテンツ設計においては医療現場への「正統

的周辺参加」を少しでも参加者に感じていただけるような準備を行った。まず、参加者に

は京都大学のプロジェクト研究員としての立場を用意するとともに、京大病院におけるメ

ール等のアカウントやタグキーの発行、参加者用の居室やデスク、専用のディスカッショ

ンルームの用意を行い、図書館や電子ジャーナルへのアクセスを容易にするとともに、院

内での滞在のストレスを軽減させ、院内の講演会や勉強会への参加アナウンス、COVID

感染対策情報など患者診療に直接関係しない情報については、京大病院の職員とほぼ同程

度の水準で共有できるような環境整備を行った。これにより、院内の学術環境を活用して

興味のある講演会や研修会への参加も自発的に実施できるようにするとともに、なかば

「京大病院の職員の一員」という認識を有していただくことも狙いの一つとした。 

加えて、前述のように、診療業務を経て生み出される医療データは病院という一つの有

機体のさまざま部門を経由したうえで生み出されるので、単に「診療現場」「看護ケアの現

場」「薬剤部の現場」「医療情報部門の現場」等々、各部門に単独で周辺参加しただけで

 

41 Lave, Jean and Wenger, Etienne, 1991, Situated Learning: Legitimate Peripheral  

Participation, New York: Cambridge Univgersity Press.（＝1993，佐伯胖訳『状況 

に埋め込まれた学習 正統的周辺参加』産業図書．） 

42 加藤源太、「専門知と包括知：医療専門職におけるパラダイムの混交―― 

日本における新しい医師卒後臨床研修を事例として」『ソシオロジ』56(2): 21-37. 2011. 
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は、病院という有機体全体への関与が果たせず、結果として病院から生み出される医療デ

ータの「データの綾」を感じ取ることができなくなる。そこで、さまざまな診療現場の見

学実習の機会を、運営委員会の構成員が極力同伴しながら設け、各部門でどういった診療

業務が行われているかを体感するとともに、それが病院全体のなかでどういった機能を担

っているのか、そうした業務が折り重なった結果生み出される医療データには、医療の外

の世界からはなかなか窺い知れない、どういった特徴を纏っているのかを理解いただくよ

う、留意した。具体的には、現場見学の機会として、病院の診療現場の見学や、薬剤部や

放射線部などの部門見学、医療情報部門に関連する電子カルテの実際の入力、事務エリア

として医務課などの見学の機会を設けている。こうしたコンテンツの提供を可能にしてい

るのは、運営委員会が病院内の様々な部門に所属している構成員により組織されているこ

とが大きく寄与している。 

 

(2)-3 コースへの主な参加形態 

 (2)-2 で言及した「実践共同体」への「正統的周辺参加」を意識して、この dot.b では、

共同研究契約した企業から、4 月から 9 月の半年間の長期間にわたり、参加者をコースに

注力する前提で派遣していただき、京都大学大学院の講義の受講や、dot.b 独自の講義お

よび実習・演習への参加を通して、医療データ分析に必要な知識や技術を学んでいただく

コース設計を行った。一方、参加にあたっての特別な予備知識は求めず、参加者間のリテ

ラシーや経験の相違があれば、それは講師側で埋める工夫をする、という前提で、幅広い

年齢層の参加者を集めることができた。 

講義の提供形式は、課題解決型、かつ少人数のグループディスカッションを重ねること

で、知識および技術の定着を図ることとした。参加者にはコースに注力することを求めて

はいるが、100%の参加をお願いするのは自社業務との兼ね合いから容易ではない場合が

多く、年度を重ねる過程で、オンライン講義、オンデマンド講義の充実化や時間割の組み

立ての調整を重ねるなどして、多少の自社業務の継続が可能なコンテンツとなるよう、留

意した。 

 参加者の参加形態には、大きく分けて 3 つのパターンがみられた。1 つ目は、自社業務

は殆ど 0%とし、ほぼすべての時間を dot.b に割いていただく形態である。このパターン

は、入社後の年数は比較的短めの方が多かった。まだそれほど社内で継続して関与してい

るプロジェクトが多くなく、ある意味で dot.b に注力できる態勢をとりやすい参加者が派

遣されているのかと推測された。 
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2 つめは、自社業務を引き続き 30-40%継続されている形態である。これらの方々は、

社内でも相応の立場と経験が既にお有りで、それらを完全にゼロにすることが難しく、自

社業務は減らしつつも継続し、dot.b の講義はすべて動画でアーカイブ保存していることも

あり、参加できない講義は後日視聴することでカバーされていた。ただし、データを操作

する実習は実際に手を動かすことが必要となるので、欠席してもなかなかカバーすること

が難しい。少人数のコースの利点を最大限に生かして、できる限り参加者の都合を優先す

るよう配慮したものの、そうした実習の日程と、自社業務で外せないスケジュールとが重

なってしまう場合もみられた。dot.b は元々のコマ数、科目数が多いため、これらの方々は

スケジュール管理には苦労をされていた印象を受けた。 

最後に、自社業務を 50-60%程度行い、残りの期間に dot.b に参加する、という形態で

ある。これは非常に特殊な形態として位置づけられるが、契約企業および参加者の要望を

反映し、参加者のリテラシーや就労環境を鑑みて、省略が可能、あるいは省略させざるを

得ない内容の科目の受講を避けていただくことで対応した。たとえば、すでに臨床疫学の

知見を有しておられる方が参加される際には、関連する講義への参加は免除する一方で、

医療現場の見学実習やデータの実操作などの演習には参加いただくよう、調整を行った。

また、医療データについての知見は有しているが医療現場への関与の経験が乏しい方が参

加される場合は、データ分析の実習を大幅に割愛しつつ、医療現場の実習には参加いただ

くよう、調整を行った。 

 

(2)-4 部分参加形態についての模索 

 これまで述べてきた「実践共同体」への参加を意識した建付けにより、dot.b では(2)-3

で紹介したような濃厚な参加形態を柱としているが、そうであるがゆえに参加のハードル

が高くなることも当初から想定していたため、参加期間などを大幅に縮小したコースも、

コース開始当初から試行的に設定し、毎年最大で 2～3 名程度まで受け入れを行ってき

た。 

2020 年度は、共同研究企業から、すでにレセプトデータの分析経験があるなど、一定の

リテラシーを有する方を通常の参加者とは異なる「副参加者」形式として建付けて、NDB

データの分析実習の際に通常の参加者と同じように参加いただき、NDB を用いた分析や

解釈を一緒に行っていただいた。ただ、通常の参加者は既に講義や実習に参加いただき、

ある程度のリテラシーを備えられ、私たちも力量を把握した状態で NDB データの分析に

臨んでおられたが、副参加者においてはどうしてもリテラシーには差がみられ、事前のコ

ンタクトがほぼ無かったため、私たちも力量の把握が覚束ないところがあった。このた
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め、実際に NDB を触って分析を行う段になると苦労をされている印象を受ける場面も見

られた。 

そこで、2021 年度以降は、逆に「副参加者」の建付けを、講義にのみ参加できる形態へ

と改め、共同研究企業向けに提供を行っている。実際の医療データに触れて分析ができる

ことや、研究者らと分析結果を一緒にディスカッションできることが当プログラムの強み

であり、様々な講義もこうしたデータ分析などを円滑に行うための準備として組み立てて

いるため、講義の科目数や配分時間がデータ分析を行うことのない副参加者にとって適切

なのか否かは、検討の余地があると考えている。一方、仮に講義のみに参加する「副参加

者」のような参加形態のほうが受講者にとって利便性や効率性が高く、共同研究企業にと

ってもニーズがあるようであれば、本プログラムの基本的な思想の見直しが必要となるか

もしれないが、第 2 章の(3)-1 の①の例のようにコンテンツの洗練化や集約化をさらに進

めることで、受講者の拡大という形で大規模医療データの利活用の裾野を産官学で広げる

ことに繋がるかと思われる。 
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(3) コースのコンテンツ 

 前段で、参加者には医療現場への参加を密に行っていただくことを前提にすると述べた

が、それを実現するために、1 コマ 90 分で、合計 300 コマを超えるコンテンツを準備

し、断りのない限り、基本的には全て参加いただくこととした。但し、半年間ほぼフルで

ご参加いただける参加者を確保できる共同研究企業は少ないことが明らかになり、2021 年

度以降は多少の自社業務の継続ができるよう、時間割の配分の見直しやオンラインライブ

講義、オンデマンド講義の割合を増やすなどして対応した。 

 

(3)-1 コースのコンテンツの概要 

（A 独自講義…「素材を知る」） 

 このコースの到達目標である「医療データ活用に必要な知識を系統立てて理解し、応用

できる」を実現するうえで、医療データそのものへの理解を深めることは非常に重要であ

るが、実際にはこれまで述べてきたように、それらのデータが生み出される背景や医療現

場への関与が容易ではないため、医療データへの理解を深めることは簡単ではない。dot.b

ではこの点に着目して、とくに医療データの発生の経緯である医療・介護の保険制度や

DPC 制度、次世代医療基盤法、難病・小児慢性特定疾病の制度や、医療に関する諸分野の

講義を、学外の講師にも参画いただき医療社会学、医療倫理学なども、コンテンツに盛り

込んだ。これらの講義は、学内学外で体系立てられた医療データ関連科目として整備され

ている前例を確認できていなかったことから、「独自講義」という名目で実施した。 

（B 大学院講義：オンデマンド…「レシピを学ぶ」） 

（C 文献抄読…「レシピを学ぶ」） 

 独自講義により医療データの背景などについて理解を深めたのちには、それらをいかに

適切に活用して期待する成果を導き出すのか、が重要な課題となる。そのためには、デー

タの分析手法、具体的には疫学の考え方や基本的な統計の考え方などを理解し、データの

分析方法を知る必要がある。料理に例えれば、レシピを学ぶことに相当する。これらの科

目を準備するにあたり、運営委員会の委員の協力のもと、京都大学の社会健康医学系専攻

の科目を履修することで対応いただくとともに、それらの知識の具体的な活用例を知るべ

く、文献抄読の機会を設けて、理解を深めていただくようにした。 

（D データ分析実習…「作り方を学ぶ」） 

 上記 A, B, C で知識を深めていただきながらも、実際の医療データ操作にあたり必要な

知識として、統計ソフトの利用が円滑に行えることが医療データの利用者には求められ

る。dot.b では R と SQL の基礎を学んでいただく科目を自前で用意したが、これは実習で
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使用するデータが主に厚生労働省より利用承諾を受けた NDB サンプリングデータセット

を用いることによるものである。 

（E 臨床講義・実習…「生産者に学ぶ」） 

 これまでのプロセスを習得できれば、一応は医療データの利活用を行うための一通りの

知識が身につけられたこととなるが、これだけでは、得られた結果が果たして適切なのか

否か、といった「データの綾」に気づく勘を身につけることは難しい。そこで、そうした

医療データの特徴について、これまで述べてきた私たちの考え方に沿って理解を深めるべ

く、医療に関する講義とくに診断をつける、というプロセスに着目した臨床医学に関する

講義と、それを実際に確かめる機会としての、医療現場の見学の機会を設けた。また、こ

うした準備を重ねたうえで、実際に医療従事者になってもらったつもりで、カルテを記載

し、検査オーダーを行うこと、そしてそれがレセプトに反映されるプロセスを体験する、

電子カルテ実習の機会を設けた。その際、私たちでは以下の如く模擬患者のストーリーを

準備し、参加者には医師になったつもりで問診を行ってもらい、その内容を自習環境のカ

ルテに記載いただいて、必要とされる検査を実際にオーダーいただくとともに、傷病名を

入力し、病院医務課担当職員の協力も得ながら、実際にレセプトとして出来上がるまでの

プロセスを参加者には目にしていただくこととなる。 

 

（電子カルテ実習時に使用するシナリオの一例） 
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（電子カルテ入力プロセス、レセプト発行の実演） 

 

 

 

 

（F 医療データ活用実習…「作ってみる」） 

 こうした準備を経たうえで、参加者には実際に医療データを分析する実習に参加いただ

くことになる。基本的には、匿名加工を行った京大病院の DPC データ、および厚生労働

省の利用承諾を得たうえで、利用環境を整備して実施する NDB サンプリングデータセッ

トを用いた分析演習が実習の中核をなしているが、NDB を例として、研究シードを元にし

てデータ提供依頼申出書を実際に書いてもらい、その記載内容について相互にディスカッ
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ションを行う申出実習も行っている。こうした申出書を試行的に記載してみることで、そ

の手続きの煩雑さや、独り善がりになることなく自らの研究テーマを公益性の高い研究や

学術に位置づけることの重要性を、より強く参加者に理解いただく機会となっている。 

（その他） 

 以上に加えて、参加者によってバックグラウンドや当該領域へのリテラシーに差があっ

たり、講義への参加ができず後日オンデマンド配信の視聴のみで対応している参加者がい

ることを考慮して、参加者が気づいたことや質問事項などを、参加者全員、あるいは時に

参加者個人に対して、定期的に振り返りの機会を設けている。振り返りは運営委員会構成

員の主に植嶋、時に加藤を中心として設け、参加者の習熟度に大きな差が出ないよう配慮

し、全員がコース終了まで確実に参加できるよう、配慮している。 

これまで述べてきたコンテンツのカテゴリーや細目については、以下のような位置づけ

として整理することができる。 

 

 

 

(3)-2 コースにおける具体的な科目 

 2020 年度から 2022 年度にかけて、コースにおける科目数や科目内容、配分コマ数など

は、コロナ禍を経てオンライン環境の推進やその揺り戻しなど、履修環境の大きな変動が
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みられたことなどもあり、また参加者の要望も踏まえながら、鋭意見直しを進めてきた。

以下、参考までに 2022 年度の科目内容を列記する。 

 

（A 独自講義） 

導入講義 

・健康とは？障害とは？ ・研究とは？EBM 

医療制度・システム 

・医療制度 ・医事法 ・病院情報システム ・ネットワークの基礎 

・院内ネットワーク ・情報倫理 ・個人情報保護法 ・医系技官 

・次世代医療基盤法 ・医療社会学 ・医療の質 ・医療倫理 

・高齢者保健 ・介護保険制度 ・医学教育、医師需給 

医療データの種類 

・NDB（概要・構造） ・千年カルテの概要、活用、実装 ・CyberOncology 

・DPC 概要、活用、実習 ・健診情報と PHR ・KDB  ・難病・小慢 

・がん登録 ・BioInformatics ・ゲノム医療 ・介護 DB ・厚生統計 

医療データ活用・研究 

・疫学の概説 ・論文の読み方（構造、分析） ・医療情報学 ・健康経済学 

・薬剤疫学 ・NDB の研究利用（3 研究者、事例） ・大規模データ 

・Propensity Score ・QOL を指標とした研究について 

（B 大学院講義） 

科目等履修 

・疫学 1, 2 ・医療統計学 ・データ科学概観 ・文献検索法 

・文献評価法 医療制度・政策 ・行動経済学と健康医療介護 ・社会健康医学と 

健康政策 

（C 文献抄読） 

・導入 ・文献抄読 

（D データ分析実習） 

・R の基礎と実践  ・SQL の基礎と実践 

（E 臨床講義・実習） 

臨床医学講義 

・診断学総論 ・診断学各論 ・COVID-19 の診療 ・救急医療 

・移植医療 ・iPS 細胞 ・人工冬眠 ・リハビリ 
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・電子カルテ実習 ・病院見学 

（F 医療データ活用実習） 

・病院データ集計、検討 ・医療 DB まとめ ・NDB 申出演習 ・NDB 分析演習 

（その他） 

オリエンテーション、自己紹介、質問受け、振り返り、まとめ、など 

 

 講義の内容は、出来るだけ、医療データが生み出される背景の仕組みについて、参加者

が日々の生活に照らしてイメージしやすいよう、具体的な実例を挙げながら進めていくこ

とに留意した。以下は著者の一人である加藤が担当する「医療制度」の講義スライドの一

例であるが、レセプトデータを生み出す背景となる医療保険制度について、多くの人たち

の日常生活においてなかなか見えにくい保険者の存在を具体的にイメージしていただき、

この保険制度の仕組みが存在して初めてレセプトデータが発生し、それらが統一規格の元

全国レベルで電子化されたことにより、NDB などの利活用への道が開けたということ

を、時間を割いて説明を行っている。dot.b 参加者の中には医療保険制度にそれほど馴染み

のない方も多く、そうした方々の根本的な質問に対しては、講義の最中であっても時間を

割いて、理解が得られるまで解説を重ねている。 
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(3)-3 コースのコマ数など 

 これまでのコースで展開されたコマ数は、以下の通りである。表に示す通りコマ数が年

度ごとに少しずつ変化しているが、その最大の理由の一つは、コロナ禍により病院への来

院が制限されていた 2020 年度、やむを得ず医療現場への実習や来院が必須となる医療デ

ータを分析する実習のコマ数を抑制せざるを得なかったことにある。徐々に参加者が来院

できる環境が整っていった 2021 年度以降は、そうしたコマ数を徐々に増やしていくとと

もに、大学院講義などは、元々が研究者向けに開設されていた科目であったことから、参

加者が派遣元企業に戻った後も実際に活用できるコンテンツに絞ることを考え、過剰と思

われる科目や内容を削減した。こうしたコンテンツの見直し、およびその前提となった参

加者の声についての詳細は、次章にて紹介する。 

 

（各単元のコマ数の変遷） 
 

2020 年度 

計 322 コマ 

2021 年度 

計 341 コマ 

2022 年 

計 344 コマ 

コマ数 % コマ数 % コマ数 % 

A 独自講義 75 23.3% 93 27.3% 86 25.0% 

B 大学院講義 110 34.2% 88 25.8% 80 23.3% 

C 文献抄読 17 5.3% 12 3.5% 10 2.9% 

D 分析実習 21 6.5% 24 7.0% 21 6.1% 

E 臨床講義・実習 33 10.2% 53 15.5% 58 16.9% 

F 医療データ活用演習 43 13.4% 50 14.7% 59 17.2% 

その他 23 7.1% 21 6.2% 30 8.7% 

 

 

(3)-4 時間割の例 

 以下に、2022 年度のコースの時間割を例として提示する。コース開始直後の 4 月には、

医療制度や医療関連諸法など、医療データへの理解を深めていただくための講義を多く設

定している。これらの講義を終え、終盤の 9 月に差し掛かってくると、それまでに得た知

識を生かして NDB データの利用、および得られた結果に対する解釈を関係者間で行う機

会を多く設けるなどしており、学習の習熟度を考慮した科目構成としている。 
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(4 月) 

 

 

(9 月) 
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(4) その他 

(4)-1 参加者へのアナウンスおよび参加者からのフィードバック 

 参加者へのアナウンス、および参加者からのまた、開始した初年度はコロナ禍の最中で

あり、開催期間中の教育体制が二転三転してしまったが、順次体制の整備を進め、各講義

科目について、参加状況やアーカイブ動画の視聴、講義後アンケートの記載などを一括管

理できる以下のようなサイトを準備した。参加者は、ここから自身の出欠状況を確認した

り、見逃しの確認や復習を行いたい講義のアーカイブ動画の視聴を後日行ったり、受講後

のアンケートや感想などをリンク先から専用サイトにアクセスして入力できるようにし

た。 

 

（参加者向けのアナウンスサイト） 

 

 

アンケートは、各講義科目、および各月ごとに総括的な意味合いで、以下のようなサイ

トから回答いただくようにしている。また、運営側からはアンケート結果を確認すること

が可能である。講義後アンケートから得られた参加者からの意見については、次章でより

詳細に述べる。 
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（例：2022 年度コースの医療制度の講義に対するアンケート） 
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（前述の医療制度の講義に対するアンケート回答の例） 
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(4)-2 共同研究企業の担当者も交えた、意見交換の機会の確保 

 半年間の参加者派遣期間中、共同研究企業で窓口対応されている担当者、あるいは要望

のある場合はその他の方々も交えて、コンテンツに対する要望や感想などをインプットい

ただく、意見交換の機会を設けている。得られたご意見は、すぐに対応できる事項につい

ては柔軟に対応し、相応の準備が必要な事項については、翌年度以降のコンテンツの再編

のための情報として活用している。これまでにさまざまなご意見をいただいているが、当

初 100%に近い参加を参加者にお願いしていたところを、コンテンツや時間割配分などを

再編して自社業務の継続を可能とした見直しなどは、こうした意見交換を契機としてい

る。 

 

(4)-3 広報活動 

 広報活動の一環として、dot.b のプログラムを紹介するウェブサイトを開設し、2021 年

以降は参加者へのインタビュー記事の掲載やリーフレットの発行を行うなどして、情報発

信に努めてきた、また、機会に応じて日本臨床疫学会や医療情報学連合大会の学術総会な

どの機会を活用し、当プログラムの取り組みを紹介する学会発表を行ってきた。ウェブサ

イト情報、およびリーフレット情報について、以下に掲載する。 

 

（紹介サイト） 

 

（https://kuepdhi.kuhp.kyoto-u.ac.jp/dotb/） 
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（インタビュー記事より） 

 

（https://kuepdhi.kuhp.kyoto-u.ac.jp/dotb/p_interview_2022/） 

 

（ダウンロード可能なリーフレット） 

 

（https://kuepdhi.kuhp.kyoto-u.ac.jp/dotb/resource/dot.b2022%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%83%95%E3%83%AC%E3%83%83%E3%83%882.pdf） 
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(5) まとめ 

 本章では、私たちの取り組みである KUEP-DHI dot.b について、コース設計の根幹とな

る考え方や、それを実現するための運用体制、具体的なコンテンツについての紹介を行っ

た。2020 年度からの運用の過程で、世情の変化や共同研究企業からのご意見、参加者から

のフィードバックなどを介して、多少の変更を施してはいるが、根本的な思想に大きな変

化はない。 

 次の第 4 章では、この章での言及は一部に留めていた参加者からのフィードバックにつ

いて、具体的に紹介を行っていく。そのうえで、本研究のテーマである審査支払機関にお

けるデータヘルス人材育成プログラムの検討に繋げられるよう、参加者からの意見を整理

して、最後の第 5 章にてこれまでの議論を総括できるよう、論点を明らかにする。 
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※本章の内容の多くは、文献引用箇所を除き、以下研究発表を基に整理したものである。 

 

➢ 加藤源太、「京都大学における医療データ利活用人材育成の取り組みのご紹介」日本

臨床疫学会第 4 回年次学術大会「保健医療介護ビッグデータ研究人材育成の取り組

み」、2021.10.31 

➢ 中山健夫、「社会人向けインテンシブコース KUEP-DHI dot.b の概要」第 43 回医療

情報学連合大会公募ワークショップ「未来を担う医療データ取扱人材の育成～関西広

域 医療データ人材教育拠点形成事業（KUEP-DHI）の取り組み～」、2023.11.15. 
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第 4 章：KUEP-DHI dot.b 参加者の意見から 

(1) 各科目への受講者アンケート 

第 3 章の(4)-1 で述べた通り、dot.b の参加者には、受講した科目に対して簡単なアンケ

ートを記入いただくようお願いしてきた。これらの回答結果は、参加者における各科目へ

の嗜好性や親和性、関心の程度を反映していると考えられ、dot.b のコースの改善に寄与す

る貴重な情報である。ただし、dot.b の参加者数自体は毎年多くても 8 人程度までと少な

く、かつ参加者の都合で出席率が低くなっていたり記入漏れがあったり、かつ年度によっ

て参加者数が大幅に異なっていたり、講義内容も講師によって多少の変更を行っていたり

すること等から、質問項目に対する単純な集計結果から傾向を読み解いて本研究の検討に

資する一般化した知見を導き出すことは容易ではないと考えられた。一方で、自由記載の

欄に記された意見は、記載を必須にしていない中でのご意見であることから、一般化する

ことは難しいものの、当プログラムや当該科目・講義に対する意見として、良い点も悪い

点も含めて、検討する価値のある貴重な情報であると思われた。 

本章では、医療データの利活用に必要なリテラシーとして、受講者である参加者が何を

求めているのかを知る手掛かりとすることを目的に、アンケートの自由記載の意見をいく

つかの傾向に整理していく。これによって、本研究の目的である「審査支払機関における

データヘルス人材育成プログラムの検討」に役立つ知見が得られると考えている。 

 

(2) 参加者からの自由記載のコメントの分類、および考察 

(2)-1 データや制度に対する、背景・経緯を踏まえた理解 

 医療データの背景にある制度や経緯についての講義のアンケートからは、以下のような

自由記載がみられた。 

 

・NDB 構築の経緯、そして二次利用への経緯を知ることができてよかった。一般人の

目線で「データの利活用が進まない」と言うのは簡単だが、実際に法制度を整えて、

利活用への道筋を整えることの難しさ、大変さを垣間見ることができ、勉強になっ

た。 

・個人情報保護法に関する経緯を解説いただくことで、どうしてこのような制度になっ

ているのか、どこがポイントなのかを考えて認識できるようになったことが良かっ

た。 

・社会的背景を含めて知ることで、各制度の関連性や違いを意識することができた。 
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・介護保険法の歴史の話が分かりやすく、成り立ちを理解することができた。 

 

「データの分析」という議論をする際に、その前段階で「そもそも、そのデータの指し

示す概念は正しいのか」「一般社会や世間の認識と、業界の認識とは果たして同じなのか」

などと、データの正当性を疑う作業を差し挟むことは、データからエビデンスを得ようと

している利用者にとっては心地の良い話ではない。ただし、出てきた結果の解釈を誤って

しまうリスクは避ける必要がある。そうした「データの綾」に関する知識は、もちろん現

業で OJT にて得る場合が殆どであろうが、ある程度データが生成される根拠の制度や仕組

み、経緯を知ることで、参加者にも手ごたえを持ってもらえることが、自由記載のコメン

トから窺うことができた。もちろん、これはそうした点に配慮した講義を心掛けてもらっ

た結果であるとも言え、講師の協力なしにはこうした意見を得ることは難しかったと思わ

れる。 

なお、審査支払機関の方々がこうした講義を受講する場合、もちろん保険診療に関する

各種法令やルールについては十分に知悉していることが想像されるが、DPC データや難

病・小慢データ、介護 DB などにおいては、必ずしも日常的に業務に就いているわけでは

無いので、こうしたデータについては、講義や e-learning などを通じて制度や経緯を知っ

ておくことはプラスになるのではないかと思われる。 

 

(2)-2 実際にデータに接し、データの構造を理解する 

 医療データそのものの構造や、分析環境などに関する講義のアンケートからは、以下の

ような自由記載がみられた。 

 

・NDB を活用する際に、画期的な新しい何かを発見するイメージだったが、現場の実

感を定量的に示すためにも利用されることがわかった。 

・データのサイズやどんな統計ソフトを使うのかなど、実際使う際にどのようになるの

かのイメージが膨らんでとても勉強になった。 

・制度的な話だけでなく、二次利用する際の特徴を解説いただき、インターネットで調

べてもわかるものではないので、大変有意義だった。 

・利用事例についてもご教示いただき、そうやって使うのかと想像が膨らんだ。 

・どのようなデータがあるか、どう使われているかがわかって勉強になった。 
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やはり、データの構造や扱い方については、具体的な事例と共に解説がなされると、参

加者の理解が深まり、満足度が高くなることが自由記載のコメントから窺うことができ

た。昨今では様々な学会で、NDB はじめ様々な大規模医療データの「データ利用経験」

を紹介するセッションが開催されている。ただし、実際にこうした学会での発表は駆け足

での 10 分前後の発表にならざるを得ないため、それほど知識が豊富でない聴衆が個別に

細かい質問を行うことは、まず不可能である。基本的には、よく理解されている方が、追

補的な質問を短時間で簡潔にやり取りするにとどまるものであり、初学者が理解を深める

場としてそうした学会の機会を活用することは難しい。 

審査支払機関の方々がもしこうした講義に参加される場合、データ分析の部門での経験

が乏しいか、あっても多少の知見にとどまっている方であれば、高い満足度、充足感を得

られると思われるが、日々データ操作に関わっておられる方であれば、場合によっては物

足りなく感じられるかもしれない。いずれにしても、医療データサイエンティストの養成

を目指すコンテンツを考える場合、こうした、参加者と指導者が気安く質疑応答しながら

理解を深める時間と場所の確保が必要であること思われた。 

 

(2)-3 自分でデータを分析する 

 実際に自分で医療データを分析する実習のアンケートからは、以下のような自由記載が

みられた。 

 

・実際のデータを使って、リアルな集計を実施する経験ができて大変よかった。DPC デ

ータを集める過程の難しさと価値を強く感じた。 

・DPC データのサンプルや実際に集計を実施できたことが良かった。実際にデータをみ

て触ることで理解度が非常に深まった。 

・実際の病院の DPC データを用いて、分析を実施することができて大変為になった。 

・改善案として、できるだけハンズオンで取り組む時間が多いとよい。 

・改善案として、病院実習などに絡んで、電子カルテなどのデータに早めに触れる機会

があればより良い。 

 

 データを自分で操作できる機会や、そこから集計結果を得る体験を持つことで、参加者

において高い充足感を得ていることが、自由記載の内容から窺うことができる。改善案と

して出ているのは、データに触れる機会を増やすことと、early exposure というわけではな

いが、コースの初期に知識のインプットを目的に講義が集中する期間においても、データ
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に触れる機会が確保されているほうが、利用者においてイメージが湧きやすくなり好まし

い、という意見である。実際にデータに触れることで、相乗効果も期待することができ

る。運営委員会においても、今後は意識的に、参加者に早めにデータ操作を体験できるよ

う、調整を行う予定である。 

 

(2)-4 専門家と議論するための基礎知識の習得 

 様々な講義からどのような知見を得られたかについて、アンケートからは以下のような

自由記載がみられた。 

 

・社内外の打合せのなかでデータベース研究関連では PECO で整理・表現されているこ

とが多く、本講義はその基礎理解として、大変参考になった。 

・dot.b において期待していた、臨床研究や疫学の関係者と同じ目線で話ができる、同僚

や現場の関係者に助言できる、研究目線で使いやすいデータを整備できることにつな

がる内容であり、有意義だった 

・様々な試みが厚労省や民間の間で行われており、(中略) 結局体系的にどうなっている

のか、骨組みとなっている重要なことは何なのかということが整理できた。 

・講義全体を通して、薬剤疫学の全体像を解説いただき大変有意義だった。 

 

 純粋に知識を得られたということに加えて、専門家と同じ土俵で会話ができそうだ、と

いう手ごたえを感じておられる意見がみられた。もちろん、年単位で研究を重ねている修

士、博士の方々には及ばないかもしれないが、一方で、民間の知見や技術を期待する医療

関係者や臨床研究の専門家も少なくない、そうした人々の立場で考えれば、民間独自の長

所を携えた方が同じアカデミアの土俵でも議論ができ、分かり合えるならば、それは共同

研究や開発において非常に心強いはずである。dot.b をはじめとして、こうした医療データ

サイエンティストを養成するコースを経験された民間の方々には、気後れせずに研究者と

コミュニケーションを図っていただき、新しい研究開発を引っ張る存在になっていただき

たい。 

審査支払機関の方々においては、データヘルス支援ということを考えれば、まずは保険

者目線での議論ができることが重要であり、これは診療報酬請求の確認を日々行っている

ことを考えても、それほど違和感なく実現できるのではないかと思われる。しかし、支払

基金が行っている、研究者等に対するデータ提供や、今後の NDB 利活用支援において

様々な専門を有する申出者との研究内容の確認業務が増えてくれば、研究者の知識や目線
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への理解があるのと無いのとでは、業務の効率が大きく変わってくると見込まれる。そう

した事態に備えて、医学や臨床疫学などに関し、支援業務に必要な程度の基礎知識を得ら

れる機会は、あるに越したことはないのではないだろうか。 

 

(2)-5 医療に対する抵抗感の軽減 

 診断学実習や病院見学についてのアンケートからは、以下のような自由記載がみられ

た。 

 

・医療に関する講義を受ける経験が少なかったため、社内の議論等でも気後れする場面

が多かったが、本講義を受けたことで今後は変わると感じている。 

・臨床医の生の声を聞けるので大変参考になった。 

・肝臓移植の歴史及び最前線の話を聞けて、大変興味深かった。現場のリアルな話を聞

くことができて、大変貴重な時間だった。 

・医療データを見る際の想像力を養えたと感じる 

  

 「臨床医の生の声」という意見があるが、著者の見解としては、これは例えばテレビや

動画配信、学会講演など、ある程度の聴衆の存在が意識された公式見解のような説明では

なく、臨床に携わる医師が、日々の臨床において感じたことを飾りなく述べている内容の

ことを指していると想像する。お互いの間で教育コースの講師と受講生という閉じた関係

がある程度成立しており、かつ少人数、小スペース（もしくはオンラインのライブ講義）

でのコミュニケーションに限っていることから、説明する側も、また説明を受け質問する

側も、周りを気にせず、わかりにくかったことを直接意見交換することをやり易い。加え

て、参加者の多くが医療関係者ではなく、医療現場での経験にも乏しいことを講師の側も

認識しているので、わかりやすい説明や、日常生活に即した事例の紹介に時間を多く割く

ことを意識している。こうした受講環境が功を奏して、複数の参加者から、医療について

の理解を、手応えをもって深めることができ、医療そのものに対する抵抗感や気後れの感

覚を打ち消すことに繋げられた、との意見をいただいた。これは、単に医学・医療につい

て講義をしているだけではなく、課題を出して事前に参加者自身が調べてもらうようにし

たり、講義内容を工夫したり、講義の前後で救急外来や電子カルテ実習などの医療現場の

実習機会を設けるなどして、得られた知識が医療現場の患者の病態把握や関係者間の対応

に確実に活用されていることを目の当たりにできる環境を用意できていることも、要因と

して挙げられるだろう。 
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審査支払機関の方々においては、診療報酬請求における審査・支払という業務があり、

この点で保険医療機関とは深い関係にあると言えるのだが、医療機関との関係の根幹をな

しているのは診療報酬請求業務が主体であり、医療あるいは医学や臨床疫学の研究に業務

の一環として関与することは、それほど多くはないと見込まれる。したがって、例えば支

払基金が行っているレセプトデータ提供サービスにおいて、研究者とのコミュニケーショ

ンの際に医療や医学の内容に踏み込まざるを得ない時には、双方のコミュニケーションは

円滑に進まなくなるリスクが高まることが予想される。もちろん、医学・医療の知識をす

べて押さえておくことは不可能であるが、医療に関する議論が発生しても「気後れ」に苦

しむことがない程度に、医療現場からの生の声に接する機会を確保して馴染むことには、

意義があることと思われる。 

 

(2)-6 他社・他業種の参加者との意見交換 

 講義や実習とは直接関係するものではないが、アンケートの回答の中で、参加環境につ

いて多く見られた意見を以下に紹介する。 

 

・他の参加者の方の論文の読み方を聞くことができて大変参考になった。 

・他業種の方と一緒に具体的な研究テーマを考えるのは、面白くかつ為になった。 

・他業種の方と協働することの意義も強く感じた。 

  

 この dot.b のコースを運営するにあたり、医療の実践共同体すなわち dot.b の取り組み

で言えば病院という共同体に正統的に参加いただく環境を整え、医療現場の経験が無いと

なかなか気付きの得られない「データの綾」を見極める感覚を多少なりとも参加者に養っ

ていただこうと考えた。しかし、参加者は将来医療従事者になるわけではないため、たと

え実習を通じて医療現場での経験を重ねたとしても、それ自体は外部からの「見学」とい

う位置づけから変わることはない、と言われても仕方がない。しかし、各々の参加者は

dot.b に参加して医療データの利活用に関する知見を修めれば、修了後は元の組織に戻り、

医療データの利活用に関する知見を期待され、程度の差こそあれ医療データに関連する

様々な企業活動のプロジェクトマネジメントを任されたり、助言を求められたりすること

を経験する可能性が高いと見込まれる。そう考えれば、dot.b の修了者たちはその後、所

属は異なれど医療データ利活用の支援という、ある意味で同じような役割を担う専門家と

しての歩みを始めていくことになるわけで、上記の自由記載からも、参加者同士の新たな

仲間意識が芽生えていることを読み取ることができる。この仲間意識は、今後参加者らが
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医療データ利活用の支援を高い水準で実践し、大きなインパクトを社会に与えて医療デー

タの利活用支援というジャンルが専門性を獲得し、その役割が明確化されていけば、dot.b

の修了者や他の医療データサイエンティスト講座を修了した者たちによって、新たな実践

共同体へと発展していく可能性があるのではないか。 
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(3) 審査支払機関からの参加者の意見から 

 2022 年度に、dot.b では審査支払機関からの参加者として、支払基金から通常の主参加

者 1 名および副参加者 1 名の参加を受け入れた。これは、支払基金におけるデータヘルス

人材育成の一環として派遣いただいたものと理解している。ただし、主参加者、副参加者

とも現業の傍らでの参加となるため全ての科目に参加することは出来ず、例外的に、事前

に調整したうえで必要と思われる科目に参加を限定した。また、どうしても参加できない

業務が発生した場合には、そちらを優先いただくようにした。 

 コース修了後に、参加者から参加した科目に対するご意見をいただいた。わずか 2 名か

らの意見なので一般化することは難しいが、以下は、いただいた意見を踏まえ、データヘ

ルスを支援する審査支払機関の職員の立場も想定して著者らの考察を加えた整理である。 

（A 独自講義） 

 NDB や DPC、難病・小慢データなど大規模医療データベースについての科目は、根拠

となる制度も含めて解説を行っており、業務との関連性も高いため、参考になるとのご意

見をいただいた。一方で、医療データと直接関係のない講義（「医療社会学」など）は、

その意義はともかく、日々の業務にどう生かせるかということのイメージが難しい、との

ことであった。直接的に医療データに関係しない講義もいくつか設定しているが、日々の

業務の合間に必ずしも業務に直結しないこれらの講義に部分部分で参加するのは、講義の

内容への理解の難しさもさることながら、参加者がマインドセットをいわば「社会人」→

「学生」へと短時間のあいだに切り替える必要がある。この点でも、参加者には負担にな

ったのではないかと思われた。この点、たとえばライブ形式でなくオンデマンド形式にし

たり、第 2 章(2)-1 の「医療リアルワールドデータ活用人材育成事業」のように、土日に

講義を集約させるなどして、日常業務から切り分ける仕組みを用意することで、ある程度

は解決するのではないか、とも思われた。 

（B 大学院講義） 

 スケジュールの都合上、参加いただけなかった 

（C 文献抄読） 

 いくつかの論文について、研究デザインを構造化して整理し、批判的に吟味しながら、

適切な研究、評価、データソースとは何か、等を参加者間で議論する科目である。英語論

文をソースとして研究者の考え方を知る機会を得る点で、研究者支援を行う上では有用で

あったとの声をいただいた。ただ、審査支払機関における通常業務とは必要とされるリテ

ラシーや思考が異なるため、事前準備も含めて、参加者には相当負担が大きいのではない

かと思われた。 
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（D データ分析実習） 

 R や SQL の操作についての科目であり、あまり経験のない方々には有用であるが、審査

支払機関の中でもデータ処理やデータ分析に日々従事している方々は、この科目の内容は

すでに習得されている方も多いのではないかと思われた。 

（E 臨床講義・実習） 

 診断学や臨床医学への理解、現場見学、電子カルテの実習については、なかなかできな

い体験であり、医療現場への理解も深まり、意義があるというご意見をいただいた。た

だ、参加にあたって予習が必要となる科目もあり、業務を行いながら参加するのは負担が

大きいのではないかと思われた。 

（F 医療データ活用実習） 

 データに触れられるとともに、得られた結果への解釈も講師と一緒に議論できる点で、

有用性があるとのご意見をいただいた。また、NDB の申出書を模擬作成する実習も、参

考になる、とのご意見をいただいた。 
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(4) まとめ 

 本章では、KUEP-DHI dot.b の参加者から得た意見をもとに、参加者や共同研究企業の

ニーズについて検討し、仮に審査支払機関からデータヘルス人材育成を目的にコースに参

加する場合、どういったコンテンツが重要で、どういったコンテンツの優先順位が下がり

そうかについて、アンケート結果をもとに考察を加えた。また、審査支払機関の参加者か

らの意見も紹介し、今後に向けた改善に関する検討を行った。 

 次の第 5 章は総括を行う最終章とし、これまでの議論をもとに、審査支払機関における

データヘルス人材育成プログラムの可能性を、著者らなりの提言を試みたい。 
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※本章の内容の多くは、文献引用箇所を除き、以下研究発表を基に整理したものである。 

 

➢ 植嶋大晃、「医療データを扱う民間企業人材に求められる教育内容- KUEP-DHI dot.b 

参加者のフィードバックに基づく検討-」第 43 回医療情報学連合大会公募ワークショ

ップ「未来を担う医療データ取扱人材の育成～関西広域 医療データ人材教育拠点形

成事業（KUEP-DHI）の取り組み～」、2023.11.15. 
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第 5 章：総括…審査支払機関におけるデータヘルス人材育成 

プログラムの可能性 

(1) 審査支払機関における妥当・適切なデータヘルス人材育成プログラムとは 

ここまで、審査支払機関におけるデータヘルス人材育成プログラムを考える上で、必要

となり得る内容や受講体制などを検討するための議論を重ねてきた。第 1 章では審査支払

機関におけるこれまでのデータヘルス推進事業についての概要を述べ、第 2 章では高等教

育機関その他が提供する医療データ人材育成プログラムを整理し、第３章以降では、私た

ちの取り組みである、KUEP-DHI dot.b について、その基本方針や科目等の内容、受講生

の声などを拾い上げつつ、紹介してきた。 

審査支払機関に所属するデータヘルス人材において、必要とされるリテラシーやスキル

セットを一様に定義することは難しいが、一つ言えることは、審査支払機関のスタッフは

データヘルスや研究その他のプロジェクトを自らが推進するというよりは、保険者や研究

者のプロジェクトを「支援」することが役割の中心となる、ということである。この点

で、たとえば第 2 章(1)-2 で紹介した電気通信大学の「データアントレプレナーフェロー

プログラム」や、(2)-2 の京都大学のプログラムのうちのインテンシブコース「DHIEP 

Program」など、研究をリードできる人材の育成が目標となっており、その方向性が異な

ることは、意識しておいた方が良いであろう。また、審査支払機関に所属する以上、審

査・支払業務という現業が優先されるため、人材育成プログラムを設計するのであれば、

現業への影響は最小限となるような運用とすることが望ましい。 

こうした背景を踏まえると、まず参加形式については、現業を有する審査支払機関の職

員にとって、たとえオンラインであっても、ライブ講義に参加するというのはハードルが

高くなる。講義への参加は、オンデマンド形式とするに越したことはないであろう。医療

データの利活用に関係が深い科目についてはオンデマンド形式で講義を準備し、時間は自

由だが期限内の聴講を必須にするなどして、講義への参加を促していくことが考えられ

る。同様に、仮にオンデマンド形式で多くの科目を取り揃えることが出来るようであれ

ば、医療データの利活用に関する議論との関連に乏しく、審査支払機関の日常業務に必ず

しも直結しないと思われるコンテンツにおいても、たとえば「選択形式」などとして聴講

できるようにすれば、審査支払機関における受講者層の幅も広げることが形式的には可能

であり、幅広い人材育成にも寄与できる可能性がある。一方で、オンデマンド形式の講義

においては、参加管理や習熟度の評価が難しい。単なる受講確認にとどまらず、感想文や
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レポートの提出、あるいは何らかの課題を課して提出を求める、などといった手法も考え

られるが、これも過度になれば現業への負担がかかるため、現業との兼ね合いにおいて評

価方法を選択する必要がある。 

次に、コンテンツについては、医療データの利活用に関係が深い科目、たとえば医療制

度や DPC、難病・小慢、介護 DB などの科目は、必須として良いように思われた。そのう

えで、特にデータヘルス支援に積極的に関わる人材や、研究者のデータ利活用支援に関わ

る人材であれば、疫学や公衆衛生に関する講義、診断学など臨床医学に関する講義も、出

来れば受講することが望ましいと思われた。加えて、医療現場とくに臨床現場とのアクセ

スの機会は、たとえ時間が限られていても一定程度確保されるに越したことはないであろ

う。支払基金のように、NDB の利活用支援や、研究者向けの集計表提供を業務として行う

のであれば、データ利用者の多くを占める研究者の指向性を知る上でも意義があると思わ

れる。また、医療データの分析実習も、分析に加えて得られた結果を評価するプロセスに

参加できるので、データヘルス支援に深くかかわる人材においては、データ分析のスキル

を有していたとしても経験しておくに越したことはないと思われた。たとえ研究をリード

する立場にはないとしても、研究のプロセスにおいて必要な手続きや勘所を、現場とのコ

ミュニケーションが出来るレベルで把握しておくことで、非常に有意義なデータヘルス支

援が可能になると思われる。 

ただし、医療現場の見学実習は現場への負担を考慮して少人数のグループに分けて行わ

なければならず、電子カルテ実習も講師による説明が半ばマンツーマンとなって行われる

ため、これらの実習は一度に大勢で行うこと出来ない。これは医療データの分析実習にお

いても同様である。こうしたコンテンツが提供される人材育成プログラムに参加する際に

は、審査支払機関においても、組織内の業務や人材の割り振りを踏まえて、参加者のセレ

クションが必要となるかもしれない。 

また、これらの科目をカバーするとなると、現在の dot.b の時間割では相当のコマ数と

なってしまう。現業のある審査支払機関での人材育成を考えるのであれば、科目数はなる

べく維持しつつも、科目内で説明を簡素化するなどして、時間数を絞る必要があるだろ

う。 
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(2) 結語 

以上、第 1 章から第 4 章までの議論をもとに、第 5 章では著者らが考える、審査支払機

関におけるデータヘルス人材育成プログラムについてのイメージを、dot.b で提供している

コンテンツを軸にしながら整理してきた。あくまでも私たちの取り組みである KUEP-DHI 

dot.b の科目や時間割に照らした上での議論であり、より適切な科目構成や時間配分、受

講形態なども考え得ると思われる。参考例の一つとして理解していただけば幸いである。 

審査支払機関は、審査・支払業務を通じて、レセプトデータに代表される大規模医療デ

ータの構造や特徴に知悉しており、かつ保険者や保険医療機関、保険薬局とのネットワー

ク環境も備えているというという優位性をもって、データヘルスを支援する立場となって

現在に至っている。しかし一方で、DPC データや難病・小慢データ、がん登録データ

等々、レセプト以外の様々な大規模医療データについては、審査支払機関は実際には必ず

しも運用に携わっているわけではない。支払基金であれば、介護 DB に関する業務に対し

ても直接的に関わってはいない。 

NDB と介護 DB の連結解析をはじめ、今後は政府などが所有するさまざまな大規模医

療データの連結解析が政策工程上は可能となる見込みとなっており、利用者からの期待も

集めている。それらが実現した際には、審査支払機関は、従来のレセプトデータの利活用

の支援と同様に、他のデータあるいは連結データの利活用の支援までも求められる可能性

がある。少なくとも、実運用に携わっていないデータについて、その利活用を支援すると

宣言することは非常に難しいことであると著者らは考えるが、実際にそうした連結データ

の利活用の支援に耐えうる程度に、複数の大規模医療データの成り立ちや特徴、長所短所

などを把握し、複数のデータで利活用の経験を有する利用者あるいは組織は、極めて限ら

れている。医療データの利活用を活性化するにあたり、データ利活用のノウハウが蓄積さ

れ、かつ個別の研究者やアカデミアに限定されず幅広い利用者からのアクセスも容易な支

援組織を確立させることは、データの利活用の推進にとってプラスに作用することは想像

に難くない。著者らがこれまで行ってきた他国における大規模医療データの利活用状況の

調査においても、多くの国において、国であれ保険者であれ、あるいはその他の組織であ

れ、数十人単位でデータ利用の支援に携わる人員を確保しており、その組織がハブとなっ

て利用者支援や、時に行政担当者への講習なども実施しているなど、文字通り大規模医療

データの利活用を主導している実態が認められた。日本においてもこうした体制を確立さ

せようというのであれば、「現業で馴染みが深いのだから、ついでにデータヘルス支援の

業務も」という建付けで審査支払機関にデータヘルスの支援を委ねるのではなく、審査支
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払機関によるそうした機能を担うための人材育成や運用体制の確保に対して、国や社会全

体も、より積極的に関与していくことが重要であると考える。 

レジストリデータと異なり、大規模医療データの二次利用にあたっては第 3 章の(2)で紹

介したレセプト病名の事例のように、指し示す情報の意味が利用者の考えている対象と確

かに合致しているか否かを、繰り返し慎重に評価することが必要である。そうしたプロセ

スを十分に経ていない大規模医療データの分析結果も世に出ている可能性が無いとは言え

ないが、これは関係者はじめ著者らも自戒を込めて、自分たちで調達できるサンプル数を

はるかに超えるデータを入手できることの裏返しとして、意識しておかなければならない

ことである。審査支払機関によるデータヘルス支援の機能を享受する、医療従事者や保険

者、研究者、行政担当者等、あらゆる利用者において、データの二次利用には大きな可能

性があるとともに、利用者の側には常にデータの意味を見極める作業が求められる、とい

うことを、十分に理解しておく必要がある。 
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